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Ⅰ 研究の趣旨 

 

  人事評価は、地方公務員法第４０条に基づく現行の勤務成績の評定（勤務評定）

と法的な性格を異にするものではなく、また、任命権者が職員の勤務状況について

定期的に評価を実施し、その結果に応じた措置を講じなければならないという基本

的な性質にも相違はない。 

  ただし、従来の勤務評定と比較して、人事評価は、①能力、実績主義を実現する

ためのツールであること、②人事の公平性・公正性を担保するものであること、  

③人事システムの客観性・透明性を高めるものであること、④人材育成につながる

ものであること等の特徴が際立ったものと考えられている。 

  能力・実績主義の人事管理の徹底を図るため、人事評価制度の実施を義務付ける

こととしていた「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律案」

（平成１９年５月２９日国会提出）においては、人事評価を「任用、給与、分限そ

の他の人事管理の基礎とするために、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した

能力及び挙げた業績を把握した上で行われる勤務成績の評価をいう。」と定義して

いたところである。 

  当該法律案は、平成２１年７月の衆議院の解散に伴い、審議未了廃案となったが、

現行の地方公務員法においても、第４０条に基づき、勤務評定及び評定結果に応じ

た措置の実施が義務付けられているところである。能力・実績主義に基づく人事管

理を推進し、人材育成に活用する観点からは、従来の勤務評定にとどまらず、公正

かつ客観的な人事評価を実施することが求められており、実際、人事評価制度の導

入とその活用に取り組む地方公共団体の数は徐々に増えている1。 

  従前の勤務評定として実施している場合を含め、人事評価等の勤務成績の評定を

実施している地方公共団体の数は１，０９４団体、全体の６０．９％（平成２１年

度）である。都道府県、政令指定都市、中核市及び特別区の実施率が１００％であ

るのに対し、一般市が７２．４％、町が４９．３％、村が３０．４％と、団体規模

が小さくなるにつれて実施率が低下する傾向がみられる。 

  なお、上記１，０９４団体のうち、能力の判定基準を明確にした「能力評価」を

実施している団体は８６．０％、目標管理的手法を取り入れた「業績評価」を実施

している団体は４３．１％、両方の評価を実施している団体は３９．８％となって

いる。 

  人事評価等の勤務成績の評定を実施している地方公共団体のうち、評定結果を昇

給に活用している団体は４６．２％（平成２１年度）、勤勉手当の成績率に活用し

                         
1 資料４「勤務成績の評定の実施状況等調査の結果概要（平成２１年度の状況）」参照。 
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ている団体は、平成２１年１２月期で３５．０％にとどまり、人事評価等、勤務成

績の評定結果の活用は依然として大きな課題となっている。 

 勤務成績の分布状況は団体によって異なるが、概して「標準」に集中する傾向に

ある2。特に、下位区分（「標準」未満）については、そもそも区分を設けている団

体が少なく、また、設けている団体であっても、下位区分に該当する職員の割合は

総じて低い水準にとどまっているのが実情である。しかし、本来は、人事評価を通

じて、下位区分に該当する職員を確実に把握することが重要である。 

 当研究会では、このような地方公共団体の状況を踏まえ、人事評価制度を導入し

ていない団体については、導入への取組に資するため、また、人事評価制度を導入

しているものの、評価結果の給与への適切な反映が行われていない団体については、

適切な反映の実施に向けた取組に資するため、人事評価に先進的に取り組んでいる

団体の実情を参考にしつつ、論点となりうる事項について整理し、あるべき方向性

について検討を行ったものである。 

Ⅱ 人事評価制度の導入 

１ 導入の必要性 

 人事評価のねらいとしては従来、①能力・実績に基づく人事管理の徹底を通じた

人材育成、②人事評価の活用を通じた組織全体の士気及び公務能率の向上の２点が

主に挙げられてきた。今日の地方行財政の状況や地方公共団体を取り巻く環境の変

化に対応し、人事評価制度の導入及び評価結果の給与への反映の必要性や意義を改

めて整理する。 

（１）人材育成 

   平成２２年４月１日現在、地方公共団体の総職員数は２８１万３，８７５人、

対前年比で４１，２３１人の減少となっており、平成６年をピークとして、平成

７年から１６年連続して減少し、この間、累積で４６万８，６１７人減少してい

る3。 

   現在、地方公共団体においては、厳しい財政状況や地域経済の状況等を背景に、

簡素で効率的な行財政システムを構築することが求められている。地方公共団体

が、限られた職員数で継続的に行政サービスを提供していくためには、職員一人

2 資料５「勤務成績の昇給への活用状況」及び「勤務成績の勤勉手当（平成２１年１２月期）

への活用状況」参照。 
3 平成２２年地方公共団体定員管理調査結果（総務省）。 

4



 

ひとりがその能力を十分に発揮することが不可欠である。 

   このため、職員が発揮した能力及び達成した業務実績を適切に評価するととも

に、評価結果に基づき、職員の特性を踏まえた人材育成を行うことにより、効果

的に職員のレベルアップを図る仕組みが必要となる。こうした人材育成面におけ

る人事評価制度の導入の意義は大きい。 

   本来、人材育成は、職員一人ひとりの在職期間を見通した長期的な視野で実施

されることが望ましい。このような人材育成に資する人事評価制度とするため、

長期にわたって評価結果を蓄積し、総合的に活用する仕組みが検討されるべきで

ある。 

   この点、評価結果を給与に反映させることにより、査定昇給については勤務成

績に基づく昇給の結果が年々積み重なっていくため、給与に過去の評価の蓄積が

表れていると解釈することもできる。 

 

（２）職員の士気及び公務能率の向上 

   評価結果の給与への反映には、大きく分けて、勤務成績に基づく昇給制度を導

入することにより年功的な給与制度を修正する効果と、給与面でのインセンティ

ブを与えることにより、職員の士気を向上させる効果の２つがある。人事評価の

ねらいでもある職員の士気の向上については、評価結果を給与に反映させること

によってはじめて十分に実現させることが可能になる。 

   人事評価制度について、職員一人ひとりが「自身の努力が正当な評価を受ける

もの」と認識できるかどうかは、自らに対する評価結果に納得できるか否かにか

かっている。特に、評価結果が給与という形で現実化することにより、職員の関

心は最大限に高められることから、評価結果を給与に適切に反映させることが、

職員の納得と士気向上のために極めて重要である。 

   さらに、公共サービスの質を維持・向上させていくためには、職員一人ひとり

がその能力を発揮するとともに、組織全体として公務能率を向上させることが求

められる。 

   組織が最高のパフォーマンスを発揮するためには、適材適所の人材配置が不可

欠であり、公平・公正な人事管理は職員の士気の維持・向上にも資するものであ

る。この点、人事評価という客観的な物差しを導入することにより、説得力をも

って情実人事を排し、職員の能力や実績に基づく合理的な人事管理を行うことが

可能になると考えられる。 

 

（３）今日的意義 

   近年の社会経済情勢にかんがみれば、地方公務員の総人件費抑制の要請が一層
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強まる可能性が高く、給与水準についても、上昇を期待することが困難な時代を

迎えている。さらに、今後、定年延長の導入に伴う総人件費の増加を抑制するこ

とを前提として、６０歳以降の給与を相当程度引き下げるとともに、６０歳に達

する前の世代についても、そのあり方の見直しを行う必要が生じることが予想さ

れる。 

   職務・職責に大きな変更がないにもかかわらず、仮にこのような目的の下で給

与の一律引下げが行われた場合、公務を支える職員の士気が低下するおそれがな

いとはいえない。人事評価の結果を給与に適切に反映させ、仕事の成果や能力に

応じた処遇を行うことにより、メリハリのある人件費の配分を可能にすると同時

に、職員一人ひとりが評価を通じて認められる喜び、働きがい、満足感・達成感

等を実感できるようにすることがより重要になると考えられる。 

   現下の厳しい財政状況等を踏まえ、平成２２年４月１日現在、全地方公共団体

のうち約６割の団体（１，０６０団体）において、給料や手当に対する独自の削

減措置が実施されている4。また、公務員の給与水準に対しては、依然として国民・

住民の厳しい視線が向けられているのも事実である。さらに、「公務員は仕事をし

てもしなくても給料が同じ」であるとの批判がなされることも少なくない。 

   行政や公務員に対する国民・住民の信頼を得るためには、給与制度及びその運

用の適正化に加え、人事評価制度を導入し、評価結果を給与に適切に反映させる

ことにより、「公務員は仕事をしてもしなくても給料が同じ」ではないことを明ら

かにすることが必要である。例えば、昇給制度については、人事評価結果に応じ

た厳格な昇給を行い、国民・住民が納得できる形で制度を運用することが重要で

あると考えられる。 

２ 導入に当たっての留意点 

 人事評価制度が導入されている地方公共団体の多くは、その規模の大小にかかわ

らず、多大なマンパワーを投入し、入念な準備を行っている。他方、導入について

職員団体と協議中であることや、試行段階であることを理由に、なかなか本格実施

へ移行できない団体も見受けられる。 

 この点、実際に評価結果の活用に結びつかない試行段階では、評価の習熟面で限

界があり、任用や給与等の人事管理への活用に耐える評価結果を出すレベルに達す

ることは困難であると考えられる。したがって、早期に、評価結果を任用や給与等

の人事管理に活用する本格実施に移行し、必要に応じて見直しを加え、運用熟度を

高めていくことが、効率的・効果的な制度構築に資するものと思われる。 

4 平成２２年地方公務員給与実態調査結果（総務省）。 
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 小規模の地方公共団体においては、職員数が少なく、日常業務を通じて職員同士

が互いの職務内容や働きぶりを知っていることから、人事評価制度導入の必要性が

認識されにくい傾向がある。そのため、導入や運用に多大なコストを要する人事評

価制度をあえて導入するインセンティブに乏しく、導入を躊躇する事例も多い。 

 しかし、現実には、地方公共団体の規模が小さいほど、人事評価制度の導入コス

トは少なくて済む。さらに、職員同士が互いの担当業務の困難度を理解しているた

め、業績評価が行いやすく、制度の円滑な運用が期待できる。したがって、小規模

団体における制度導入に際してのハードルはむしろ低いと考えられる。 

 一般に、地方公共団体においては、最高執行機関である首長の権限が強く、人事

行政についても人事制度の企画立案権及び任命権を併せ持つ。したがって、人事評

価制度の導入に当たっては、首長の理解と強いリーダーシップの発揮が不可欠であ

る。 

 翻って、運用段階においては、客観性・公平性の確保が肝要な人事評価制度の性

質上、強い権限を有する首長の関与は極力控えられるべきものである。特に、小規

模な団体においては、首長の理解が不十分であることによって、制度の円滑な運用

に支障を来し、あるいは、客観性を欠いた恣意的な運用に陥るリスクがあることに

留意が必要である。 

Ⅲ 人事評価制度に対する信頼の確保 

 評価結果の納得性を高める上では、人事評価の制度及び運用に対する職員の信頼

を確保することが不可欠である。他方、制度を安定的に運用していくためには、人

事担当部局や職員にとって過重な負担とならない工夫や配慮が必要となる。そこで、

運用コストとのバランスを取りながら、職員の信頼を確保するための取組について

検討する。 

１ 職員の信頼と制度趣旨 

 人事評価制度が職員からどの程度の信頼を得ているのかを把握するための一つの

方法として、職員に対するアンケート調査の実施が考えられるが、その回答の経年

変化をみることにより、制度の定着度合を知ることができる。 

 職員アンケートを実施している団体の調査結果によると、人事評価制度及び評価

結果の活用に対する職員の理解が相当程度進み、概ね肯定的に受け止められている
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ことがうかがえる5。このことから、人事評価を実施し、評価結果を実際に活用する

中で経験を蓄積していくことこそが、職員の信頼醸成につながるものと考えられる。 

  なお、人事評価制度を運用する過程で、状況の変化等に応じ、制度の改善が求め

られる可能性もある。この点、目標管理や点数評価のあり方の見直し等は否定され

ないものの、基本的には、制度の定着・運用熟度の向上を図ることが優先されるべ

きである。 

 また、職位別のアンケート調査結果によれば、職位が上がるにつれて評価結果へ

の満足度が高くなる傾向がみられるという意見もある。これは、一般的に、職位の

高い職員は勤務意欲が高く、人事評価制度を好意的に受け止めているためであると

推測される。すべての職員が受け入れやすい形での制度運用を目指すことが、人事

評価制度の本来の趣旨を実現する上で、果たして適当といえるのか十分に考慮する

必要がある。 

  例えば、職員の反発を少なくするため、絶対評価によって最終的な評価結果を導

くことは、評価結果に差がつきにくくなる可能性が高く、制度導入目的の一つであ

る職員の士気向上の観点からは、不十分な取組となるおそれがある。 

  いずれにせよ、人事評価制度の趣旨を没却しないように留意しながら、制度及び

運用に対する職員の信頼を高める方策を検討することが重要である。 

 

２ 信頼確保のための措置 

  以下に取り上げる制度は、いずれも地方公共団体における人事評価の制度及び運

用の信頼性確保に資する取組として評価できるものである。それぞれの制度をより

効果的に導入し、運用する観点から、その取扱いに当たって特に留意すべき点を整

理する。 

 

（１）目標管理制度 

   人事評価のねらいである公務能率の向上や、評価結果の客観性や納得性を確保

し、評価結果を人材育成に活用する観点からは、組織目標とのリンクを前提に、

評価者と被評価者が期首に目標を確認し合い、明確な目標を設定した上で、その

達成度を測る目標管理に基づく業績評価を行うことが望ましい。 

   業績評価の実施方法に関しては、しばしば民間企業における取組を先進事例と

して参考にする試みが行われており、特に目標管理のあり方を検討する上で、こ

のような試みは有意義であると考えられる。なお、評価結果の給与への反映につ

いては、業績に応じて人件費が増減する可能性のある民間企業と、毎年度の予算

                         
5 参考資料１０２頁「人事評価に関する職員アンケート（一般職集計）」参照。 
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によって人件費が制約される地方公共団体とでは、本質的な違いがあることに留

意が必要である。 

 

（２）多面評価制度 

   人事評価の実施に当たっては、上司からの評価のみならず、部下からの評価も

受けるべきであるとの指摘がなされることも少なくない。これは、上司からの評

価には恣意的・感情的な要素が含まれているのではないかという人事評価制度の

客観性に対する不安の表れであるといえる。 

   この点、通常の上司からの評価に加え、部下、同僚、他部局の関係職員等、多

方面から人事評価を行ういわゆる「多面評価（３６０度評価）」には、できる限り

多くの角度から評価を受け入れることで、人事評価が評価者やその職位に左右さ

れるものでないことを証明し、評価制度の透明性・信頼性を高め、評価結果の説

得力を増す効果が期待できる。 

   ただし、公務能率の向上という人事評価の目的にかんがみれば、人事評価の一

義的な責任は直属の上司にあると考えることが適当であり、上司がその責任を適

切に果たせるような仕組みの構築が優先的に検討されるべきである。したがって、

人事評価の客観性を担保する仕組みとして、まずは、先に述べた目標管理制度を

導入することが重要であり、その上で、人事評価のバリエーションの一つとして

「多面評価」を取り入れるか否かの検討がなされるべきである。 

 

（３）評価者訓練制度 

   人が人を評価するものである以上、被評価者である職員から、評価者の訓練が

十分になされているか、という点に対する懸念が示されることもある。 

   このような懸念を払拭するため、評価者訓練の機会を定期的に設けている団体

も多い。特に、目標管理制度を導入している場合には、目標設定の際、その具体

性や困難度等の設定のあり方を含め、１次評価者に重点を置いた訓練を繰り返し

実施することが効果的である。 

   その一方で、実際に評価を行うこと自体が最も効果的な訓練となることも事実

である。目標管理・評価実施・評価結果の活用を通じた経験を積み重ねる中で、

評価者自身の管理・監督者としての自覚が一層高まり、組織における人事評価の

運用熟度が増していくものと思われる。このことからも、本格実施への移行の重

要性を確認することができる。 

   ただし、目標管理制度を導入していない場合、必ずしも定期的な評価者訓練が

求められるものではなく、制度の運用コストを適正化する観点から、新任の管理・

監督者を対象に評価者訓練を実施することで十分ではないかと考えられる。 
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（４）評価結果のフィードバックのための面談機会等の活用 

   評価結果の納得性を高め、人事評価制度を人材育成に効果的に活かすためには、

時機に応じた職員との面談等を通じ、丁寧に評価結果のフィードバックを行うこ

とが重要である。フィードバックを行う際には、評価結果の理由を伝えるととも

に、設定目標や評価の内容に応じた具体的な改善点を提案することにより、職員

の不安を取り除き、やる気や動機付けをさらに引き出すことが求められる。特に、

評価結果が下位区分に該当する場合には、改善に向けた助言・指導が不可欠であ

る。 

   ただし、評価結果のフィードバックの実施は、原則として、目標管理制度が導

入されていることが前提になるものと考えられる。目標管理を行わず、従来の勤

務評定に近い形で人事評価がなされる場合には、評価結果の客観性や納得性の面

から、フィードバックが有効に機能しないおそれがあるためである。 

   フィードバックの実施に当たっては、人事担当部局が各部局の評価者に一任す

ることなく、人事評価制度を所管する当局として、責任を持って職員一人ひとり

の評価結果とそれに基づく対応がどのように行われているかを把握することが必

要と考えられる。 

 

（５）苦情処理制度 

   人事評価制度を適切に運用するための取組の一環として、苦情処理制度等、い

わゆるセーフティネットとして機能する仕組みを構築することも重要である。苦

情処理制度については、制度運用上、いずれの部局で苦情処理を担当することが

最も適切であるかが問題となる。 

   小規模団体においては、一般的に、苦情処理を人事担当部局で一括して担当す

ることが可能であり、かつ、効率的でもある。他方、大規模な団体においては、

実効性のある制度運用の観点から、職員に最も近い部局が一義的に担当すること

の実現可能性について検討すべきであると考えられる。 

 

 

Ⅳ 人事評価結果の給与への反映 

 

  「Ⅰ 研究の趣旨」において述べたとおり、人事評価の結果を任用や給与等の人

事管理に十分に活用できていない団体が多く見受けられるところである。評価結果

の給与への反映の重要性を踏まえ、評価結果の活用のうち、特に給与への反映を行

う際に留意すべき点を整理する。 
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１ 管理運営事項 

  人事評価の結果を給与へ反映させる場合、「果たしてそれは「管理運営事項」か「勤

務条件（職員団体との交渉事項）」か」という点が、職員団体との関係を考える上

で、重要な問題とされてきた。 

  現行の地方公務員法上、人事評価制度の実施は明文化されていないが、国におい

ては、人事評価の実施を義務付けた国家公務員法の下、人事評価は管理運営事項に

該当すると解されている。地方公共団体における人事評価は、地方公務員法第４０

条に基づく従来の勤務評定に代わるものであり、国における人事評価とその趣旨を

同じくするものであることから、国と同様、管理運営事項に該当すると考えられる。 

  人事評価は、その結果を給与等の処遇や身分取扱いの上で活用することにより、

公務能率を増進させることが最大の目的であり、そのための手段である。公務能率

の増進は民主主義の確立と並ぶ地方公共団体の恒久的な課題である6ことにかんが

みれば、人事評価結果を給与に反映させることもまた、管理運営事項に含まれるも

のと考えられる。 

 

２ 人事評価結果の適正な分布 

  業績に応じた給与上の弾力的な対応が可能な民間企業と異なり、地方公共団体の

人件費には毎年度、予算上の制約がある。そのため、人事評価結果の給与への反映

は予算の範囲内で行わざるを得ず、限られた原資をいかに適切に配分するかという

問題が生じることとなる。 

  そこで、絶対評価で行った評価の結果を合理的に相対化した上で給与に反映させ、

恣意性を排除する工夫が必要となる。また、原資が適切に配分されているといえる

ためには、個人単位で適切に人事評価が行われるだけでなく、組織全体で評価結果

が適正に分布していることも重要である。これをどのように検証し、担保する仕組

みを構築するかという観点から検討を行う。 

 

（１）正規分布 

   合理的・客観的に人事評価が行われれば、評価結果の分布状況は、平均が「標

準」付近に位置し、平均から離れるにしたがって「標準」以上も「標準」未満も

同程度に分布が少なくなる、いわゆる正規分布に近づくと考えられる。さらに、

評価結果を給与に反映する際にも、評価者の恣意性を排除する観点、職員の納得

を得る観点、後述の人件費との関係等から、正規分布となっていることが望まし

い。 

                         
6 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１条参照。 
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   参考までに、全都道府県の特定職員等の勤務成績の昇給への活用状況を集計し

たところ、昇給号給数別の人数分布が極端に偏るものではないことが確認された7。

なお、「Ⅰ 研究の趣旨」で述べたとおり、個々の地方公共団体においては、分布

状況に関する課題を抱えている場合もある。 

（２）部局による評価結果の乖離への対処 

   本来、どの部局に配置された職員であっても、十分に能力を発揮すれば優秀な

成績を収めることができるよう、職員配置や業務配分が適切に調整されているこ

とが望ましい。人事評価制度は、目標管理や評価結果の任用への活用等を通じ、

特定の部局や職員への業務負荷の集中を是正する機能を持つものである。 

   しかし、そうした機能が発揮されず、部局間で業務の困難度・重要度に差異が

存在すること等により、評価結果の乖離が生じる場合には、その調整のあり方が

問題となる。 

   例えば、「企画部門」や「事業部門」と「定型的な業務を担当する部門」、ある

いは「本庁」と「出先機関」のように、業務の性質が異なる部局間で仮に業務目

標の困難度・重要度に差異がある場合、目標の達成度が同程度の職員同士であっ

ても、在籍する部局により、評価結果に乖離が生じることとなる。 

   この点、部局単位で評価結果の相対化を行う場合、部局間の評価結果の乖離が

緩和される効果が期待できる。ただし、困難度・重要度の高い業務を担当する部

局においては、業務遂行能力の高い職員が多く在籍する可能性があるため、相対

処理を行った後の評価結果が低くなるおそれがある。 

   逆に、部局単位の相対化を行わない場合には、能力評価の成績向上が難しい職

員でも、困難度・重要度の高い業務を担当する部局で成果を挙げることにより、

業績評価を向上させるチャンスが生じる。他方、困難度・重要度が高くはない業

務を担当する部局に配属された職員については、高い評価結果を得ることが難し

くなるため、士気が低下するおそれがある。 

   以上のとおり、いずれの場合も一長一短があることから、各団体の実情に応じ

た対応がなされるべきである。一般的傾向としては、小規模団体においては組織

全体が見渡せるため、部局単位の調整を行うことなく、全体として正規分布に近

い分布状況が実現する可能性がある。一方、中規模以上の団体においては、部局

間の調整を行っている事例もある反面、出先機関を多く有する都道府県等は、部

局間の調整に消極的であるように見受けられる。 

7 資料５「昇給号給数別人数（都道府県合計）」参照。 
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（３）上位区分の持回りの防止 

   能力評価には、潜在的な能力を加味して評価を行い、評価結果が甘くなる傾向

（いわゆる寛大化傾向）や、評価を継続しているうちに「標準」レベルに評価が

集中する傾向（いわゆる中心化傾向）が見受けられる。 

   また、人事評価一般についても、評価結果を給与に反映しようとするほど、こ

れらの傾向が強まり、同時に上位区分（「標準」以上）への割振りも増加しがちで

ある。さらに、年齢が上昇するほど評価結果が固定化し、職員間の給与水準に差

が生じる傾向があることから、慣例的な横並び意識や結果の公平性を重視するあ

まり、持回りによる上位区分への割振りを行う懸念もある。 

   このような弊害は、人事評価制度の趣旨を没却するおそれがあるため、これを

防止することは、人事評価を実施する地方公共団体の多くに共通する喫緊の課題

である。特に、持回りによる上位区分への割振りは、人事評価のあり方として問

題があるのみならず、職員の給与水準をいたずらに上昇させるおそれが強いこと

から、これを解消することは、給与制度の適正化の観点からも重要な課題である

といえる。 

   この点、勤勉手当への反映については、評価結果が累積することはないため、

特段の措置は必要ないが、昇給については、制度設計段階で何らかの対策が必要

になることも考えられる。例えば、最上位の昇給区分（「特に良好」・「極めて良好」）

が８号給とされている場合には、２年連続で最上位に割り振られることを制限す

ることはやむを得ないが、６号給とされている場合には制限は行わないこととす

る等、個別の事情に応じた慎重な検討が求められる。 

 

（４）下位区分への割振り 

   人事評価結果の適正な分布を担保するためには、下位区分への割振りを適正化

することも必要である。以下、下位区分への割振りを行うに当たり留意すべき事

項について整理する。 

 

①人件費との関係 

   人事評価結果の昇給への反映については、予算によって定められた人件費の枠

内で昇給制度が運用されることを前提に実施することとなる。 

   現在、国においては、給与構造改革前の特別昇給制度と同等の原資を活用して

昇給制度を運用しているが、地方公共団体においては、すでに特別昇給を廃止し

ていた団体や、そもそも特別昇給を行っていなかった団体も少なくない。そのよ

うな団体においては、昇給原資をいかに確保するかが問題となる。 

   具体的には、勤務成績が「標準」である職員に対する昇給号給数を従前どおり
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４号給とするのであれば、上位区分への割振りを行うためには、原資確保の観点

から、一定数の職員を下位区分に割り振る必要が生じる。 

   この問題への対処方法としては、例えば、勤務成績が「標準」の職員に対する

昇給号給数を３号給に抑制することにより、職員を下位区分に割り振ることなく、

上位区分への割振りを行うための原資を捻出することが可能になると考えられる。 

   さらに、評価結果の分布が上位区分に偏り、下位区分の分布がない場合には、

給与水準が全体として上昇する問題への対応も課題となる。 

この点、人事委員会を設置している地方公共団体においては、給与改定時に公

民較差に基づいて給料表の水準を引き下げればよく、適切な人事評価が行われて

いる限り、合理的な説明をすることが可能との意見もある。 

   議会や住民との関係においては、このような制度運用上の工夫を行うとともに、

その基本的な考え方について十分に説明し、理解を得ることが重要である。 

 

 ②共通認識の形成 

   人事評価制度の趣旨や原資確保の観点から、一定数の職員が下位区分に割り振

られることはやむを得ない。そこで、下位区分への割振りを特別なことではない

と全職員が受け止められるようにし、また、下位区分に割り振られた職員に対す

る評価結果の納得性を高めるための方策を検討することが重要である。その際、

職員の業務内容や勤務実態を踏まえるとともに、職員の士気を向上させる視点に

も留意する必要がある。 

   この点、普通昇給と特別昇給とを統合し、勤務実績に基づく昇給制度が導入さ

れた給与構造改革以降は、「標準」未満の評価結果が必ずしも分限を意味するもの

ではなくなっている。評価結果に関するこのような共通認識を職員の間に形成す

ることが、下位区分への適切な割振りを行っていくために不可欠であると考えら

れる。 

 

 ③職員の取扱い 

   下位区分への割振りを行うに当たっては、組織の生産性低下を防ぐため、「標準」

未満の成績となった職員をその後、どのように取り扱うべきかを併せて検討して

おく必要がある。 

   「標準」未満の成績となった職員については、むしろ積極的に他の職場に異動

させて新たなチャンスを与えること等により、その士気を維持する工夫を行うこ

とが重要である。 

   例えば、鳥取県においては、成績下位者を対象に業務改善を支援するための訓

練教育プログラムを実施しており、当該プログラムによって、受講者の約３割が
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改善を果たしている。さらに、プログラムの中で行う能力検査の過程で、自らの

評価結果の納得性が高まる効果もあるとされている。他方、成績下位になった職

員が自発的に退職する事例も生じている。 

   このような取組を行った上でも改善がみられない場合には、各団体において、

最終的には地方公務員法に基づく分限処分を適用することも検討すべきである。

その際には、例えば、２年連続で下位区分に該当した職員は異動の対象とし、３

年連続の場合には上記の訓練教育プログラムのような業務改善支援の対象とし、

４年連続の場合には分限処分の適用対象とする等、一定の基準を設けることが運

用の適正化・透明化に資するものと思われる。 

 

（５）評価結果の開示 

   下位区分への割振りを適切に行い、職員全体の評価結果の分布状況を公表する

ことは、人事行政の透明化に資するとともに、行政や公務員に対する住民の信頼

を高める効果がある。評価結果を給与に適正に反映する観点から、どのようにす

れば、混乱を生じさせることなく、その中身を開示できるかという問題がある。 

   個別の職員の評価結果をその中身を含めて公表することについては、職員の間

に混乱を招かない程度に人事評価の運用熟度が高まっているとは一般的にはいえ

ないことから、慎重であるべきと考えられる。 

他方、職員本人に対する評価結果の開示については、各団体の実情に応じ、適

切に実施されるべきである。例えば、目標管理制度を導入している団体において

は、評価結果の全体分布とともに、評価結果を職員本人に開示しつつ面談を行っ

ている事例が多く、目標管理制度を導入していない団体であっても、管理職の職

員に対する開示を行っている事例がある。 

 

３ 給与構造との関係 

  人事評価結果の給与への反映に関し、給料表の構造等、現在の給与構造のあり方

との関係で問題となりうる点について、考え方を整理する。 

 

（１）昇給による給与格差 

   平成１８年度以降、給与構造改革によって号給の間差が縮小されたため、評価

結果を昇給に反映させても、短期的には給与に差がつかず、昇給メリットが感じ

られにくくなっているという指摘がある。そこで、昇給制度を通じ、職員に対す

るインセンティブを付与するため、給与構造そのものを見直す必要があるかどう

かが検討課題となる。 

   その一方で、能力評価については、年度ごとに成績が変動する可能性が一般的
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に低いため、人事評価結果の成績上位者と成績下位者が固定化し、昇給号給数の

差が年々累積して職員間の給与水準に大きな差がつくおそれがあることから、給

与制度上、一定の配慮が必要であるとする意見もある。 

   勤務成績に基づく昇給による給与水準の差の拡大に歯止めをかける観点からは、

給料表の構造上、各級内の号給の数を少なくし、同一級内での昇給に一定の制限

を設けることが考えられる。 

   ただし、本来、給料表の各級内に号給の区別が設けられている趣旨は、生活給

の要素を考慮し、同一職務における能率の向上に対応することにある。したがっ

て、号給数を少なくする場合には、このような制度趣旨と整合性を保つ工夫を行

うことも重要である。 

 

（２）昇給メリットと昇格メリット 

   給与構造に関しては、近年、職責の重さに比較して給与水準の上昇幅が小さく

昇格メリットが感じられないとして、昇任を希望しない職員が増加し、昇任試験

の受験率が低下する等の弊害が多くの地方公共団体で生じている。 

   そのため、給与制度のあり方として、昇給メリットよりも昇格メリットを重視

することにより、職務給の原則をより徹底すべきであるとする考え方も有力であ

る。組織の活性化、公務能率の向上の観点からは、給与構造を見直し、職位・職

責に応じた形で給与水準に適度に差を設けることにより、職務に対する職員のモ

チベーションを高めることは重要である。ただし、このような措置を行うに当た

っては、昇任試験の実施等により、厳格な昇格管理を行い、級別の職員数を適正

なものとすることが前提となる。 

   具体的な手法としては、給料表の上位級の給料水準を引き上げることも考えら

れるが、それだけでは職員全体の給与水準の上昇を招くこととなる。そこで、各

級の号給数を減らす、または最高額と最低額の幅を小さくすることにより、給与

カーブをフラット化させ、級間の重なりを小さくして給料水準の差異を設けるこ

とも検討されるべきである。この措置は、勤務成績に基づく昇給の累積による給

与水準の格差の拡大の抑制にも資することとなる。 

 

（３）現給保障措置や最高号給に位置する職員の取扱い 

   現給保障されている高齢層等の職員に対し、どのようにインセンティブを与え

るべきか、また、ポスト数が限られているため、昇任・昇格できずに最高号給に

とどまっている職員には評価結果に基づいて昇給する余地がないが、どのように

対応すべきかといった点も課題となりうる。 
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   この点、職務給の原則8との兼ね合いから、基本的に、評価結果の昇給への反映

には一定の限界があると考えるべきである。すなわち、職務給の原則は各給料表

における級の区分によって実現されており、職務の内容と責任に変更がない限り、

上位の級に格付けるに等しい給料額を支給することは適切ではなく、号給の伸長

に一定の限度があることは明白である。 

   したがって、評価結果を昇給に反映させるためという理由のみをもって給料表

の号給を延長することは、実質的に職務の級を区別している趣旨を損なうことに

つながりかねず、職務給の原則に反するおそれがあるといわざるを得ない。 

   なお、現給保障されている職員や、最高号給にとどまっているため、さらなる

昇給が困難な職員についても、評価結果を勤勉手当に反映させることによって、

一定のインセンティブを付与することが可能であると考えられる。 

   また、評価結果を積み重ねて昇任に活用することも、こうした職員に対するイ

ンセンティブ付与に寄与すると考えられることから、昇任への活用についても併

せて検討されるべきである。 

                         
8 職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。（地方公務員法第２４条

第１項） 
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特定職員等（55歳未満）
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Ⅱ．地方公共団体における人事評価

制度に関する研究会 

（平成 26 年度） 
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「地方公共団体における人事評価制度に関する研究会」平成２６年度報告書(概要) 

平成 27 年 3 月 

 

Ⅰ 人事評価制度の導入参考例 

○小規模団体をはじめ人事評価制度が未導入の団体での導入の参考となることを念頭に、人事評価の「実

施規程」「評価記録書」「実施要領（運用の手引き）」の参考例を作成（平成 26 年 10 月に「中間報

告」で示したもの）。

※既に人事評価制度を導入している団体においては、あくまで参考資料の一つとして提供。 

１ 人事評価実施規程例 

○人事評価の対象、方法、手続、基準、体制などの基本的な仕組みを条文化したもの。

○一次評価者・二次評価者等の設定例、人事評価の期間例、自己申告や面談等の手続、苦情対応等の規

定を例示。

２ 人事評価記録書例 

○人事評価を実施する際の記入様式となるもの。

○国の評価記録書をモデルにした「評語付与方式」と、先進団体の評価記録書をモデルにした「数値化

方式」の二通りを示す。それぞれの方式の特徴を踏まえて各団体において選択。

Ａ 評語付与方式 

・国の人事評価制度と同様に、評価結果をＳ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階の評語を付与することで評価

を行う方式。 

・能力評価は評価項目ごとに個別評語を付与し、これを踏まえて全体評語を付与。 

・業績評価は設定した目標ごとの達成度等により個別評語を付与し、これを踏まえて全体評語を付与。

Ｂ 数値化方式 

・評価結果を項目ごとに点数化した数値の合計によって評価する方式。 

・能力評価は評価項目の着眼点ごとに点数を付与し、その合計を全体点数とする。 

・業績評価は目標ごとの難易度等に基づくレベルとウェイトを設定した上で、達成状況等に応じた点

数を算出し、その合計を全体点数とする。 

３ 人事評価実施要領（運用の手引き）例 

○評価者や被評価者が、実際の人事評価を行う際に手引きとして活用することを想定。

○目標の設定方法や設定の具体例、面談時の留意点、評価記録書の記入要領や具体例などで構成。

○評語付与方式、数値化方式それぞれを作成。

Ⅱ 参考例を用いた制度導入に当たっての留意点 

○Ⅰで示した人事評価の「実施規程」「評価記録書」「実施要領（運用の手引き）」の各参考例の作成

の考え方や、活用する際の留意点等について解説。

１ 人事評価実施規程例 

○規程の形式、評価期間、評価者や評価補助者の活用などの留意点を解説。

２ 人事評価記録書例 

○評語付与方式は、昇給や勤勉手当等に活用する際に、あらかじめ相対化するルールを定めておく必要。

数値化方式は、着眼点や配点などに工夫が必要。相対化は容易等との指摘。

３ 人事評価実施要領（運用の手引き）例 

○各団体の実情に応じて、適宜充実を図ることなどを指摘。

○改正地方公務員法の成立をうけ、その趣旨にのっとった人事評価制度の円滑な導入や運用を研究。

○人事評価制度の導入にかかる留意事項、人事評価の実施規程や評価記録書等の参考例、人事評価

制度の活用についての考え方などを報告書としてとりまとめ。
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Ⅲ 人事評価制度の活用 

○現行制度においても、任命権者は勤務評定の結果に応じた措置を講じなければならないが、人事評価制

度が導入された改正法施行後は、これまで以上に能力・実績に基づく人事評価が求められる。

○人事評価制度の活用にあたって参考となるよう、国家公務員における取組、地方公共団体における基本

的な考え方、地方公共団体の取組例を整理。

１ 任用 

○国においては、昇任については過去複数年の人事評価の結果で要件を満たす職員のうち、人事評価の

結果に基づき官職に係る能力及び適性などにより、最適任者を昇任。

○地方公共団体においては、昇任等において、一定期間の能力・実績を評価した人事評価の結果を基本

とした運用とすることが必要。

２ 給与 

（１）昇給 

○国においては、直近の能力評価と２回の業績評価の結果に基づいて昇給区分を決定し、１月の昇給

に反映。課長補佐以下はＡ（８号俸以上）は５％、Ｂ（６号俸）は 20％の人員分布率。

○地方公共団体においては、現行の勤務評定制度の下でも勤務実績に基づく昇給運用が求められてき

たが、人事評価結果が得られれば、国の分布率の範囲内でメリハリをつけた昇給が必要。

・絶対評価の場合には、人員分布率に適合させるため、評価内容の吟味などをして相対化が必要。 

・評価目線の統一化や、評価結果のバラツキ等を人事当局等において十分に調整することが必要。 

（２）勤勉手当 

○国においては、業績評価の結果に応じて、前年 10 月～３月の結果を６月期に、４月～９月の結果

を 12 月期に反映。

○地方公共団体においては、国の取組を参考に、評価結果に応じた勤勉手当の運用を図ることが必要。 

・勤勉手当は、一定期間における業績を反映させやすく、メリハリをつけた支給が可能。また、評価

期間ごとの評価を反映させることで、広く職員のモチベーションを高めるツールとなり得る。 

・一律支給などの不適正な運用は、人事評価制度の有無にかかわらず、速やかに是正する必要。 

３ 分限 

○国においては、能力評価又は業績評価の全体評語が２回連続して最下位の職員に対し、マニュアルに

従った改善措置等を行い、その直後の評価がなお最下位などの要件を満たす職員について、原則とし

て分限処分を行うなどの対応方針が示されている。

○地方公共団体においては、国の取組を踏まえて、適切に対応する必要。

・下位区分となった職員については、根拠となった事実や要因などを、人事当局も含め十分に分析を行

う必要。 

・評価結果が最下位の職員については、注意・指導を繰り返し行うほか、必要に応じて、担当職務の見

直し、転任、集中的な特別研修などを行う等の改善するための措置を講じ、それでも改善されない場

合に分限対象とする、といった一定の基準を設けることが運用の適正化・透明化に資する。 

４ 人材育成 

○国においては、人事評価における面談を通じて、職員の能力開発やスキルアップ、組織パフォーマン

スの向上につながるように指導、助言。また面談での対応方法など被評価者への指導に役立つ評価者

訓練を実施。

○地方公共団体においては、人事評価を人材育成に活用する観点から、

・評価基準の明示により、各団体における期待する人材像を職員に明示。

・評価の実施や評価者訓練を通じて、評価者となる管理職等のマネジメント能力を醸成。

・自己申告、面談、結果の開示を通じて職員の振り返りが行われ、やる気の増進や主体的な能力開発。 

などを考えていく必要。

※事務局（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室）作成 

21



地方公共団体における

人事評価制度に関する研究会

平成２６年度報告書

平成２７年３月

22

009097
テキストボックス
 報告書一部抜粋



Ⅰ 人事評価制度の導入参考例 

 
 
 ここでは、平成 26 年 10 月に本研究会の「中間報告」で示した人事評価の「規程」

「記録書」「実施要領」の参考例を再掲する。 

 

 参考例作成の基本的な考え方は、以下のとおり。 

 ○ 小規模団体をはじめ人事評価制度が未導入の団体での導入の参考となること

を念頭に置いたもの。 

 ○ 既に人事評価制度を導入している団体においては、あくまで参考資料の一つと

して提供するもの。 

 

 なお、「記録書」に関しては、国の評価記録書をモデルにした「評語付与方式」と、

先進団体の評価記録書をモデルにした「数値化方式」の二通りを示している。 

 

 また、各参考例の Word、Excel の電子ファイルを総務省のホームページに掲載して

いるので、活用いただきたい。 

 

 ※総務省のホームページ 

    http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihoujichi_jinji/index.html 
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○市（町村）長部局職員の人事評価実施規程例 
 

（総則） 
第 1 条 市（町村）長部局職員（以下「職員」という。）の人事評価は、地方公務員法（昭

和 25 年法律第 261 号）に定めるもののほか、この規程の定めるところにより実施する。 
（定義） 
第 2 条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
一 人事評価 能力評価及び業績評価を、人事評価記録書を用いて行うことをいう。 
二 能力評価 評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮さ

れた職員の能力を客観的に評価することをいう。 
三 業績評価 職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組

により、その業務上の業績を客観的に評価することをいう。 
四 人事評価記録書 人事評価の対象となる期間（以下「評価期間」という。）における

職員の勤務成績を示すものとして、職位及び職種に応じて別表第一に定める様式をい

う。 
（被評価者の範囲） 
第 3 条 本規程による人事評価の対象となる職員（以下「被評価者」という。）は、市（町

村）部局の一般職の職員とする。ただし、他の地方公共団体等への派遣、研修、留学そ

の他の事情により本規程による人事評価の実施が困難である職員の評価については、市

（町村）長が別に定める。 
（一次評価者、二次評価者、確認者） 
第 4 条 人事評価の一次評価者、二次評価者及び確認者は、別表第二のとおりとする。 
（評価者研修の実施） 
第 5 条 総務部長（総務課長）は、評価者に対して、評価能力の向上のために必要な研修

を適宜実施するものとする。 
（人事評価の期間） 
第 6 条 評価期間は、次の各号に掲げる評価の区分に応じ、当該各号に定める期間による

ものとする。 ※以下はあくまで例示であり、各団体の実情に応じて設定すること。 
一 能力評価 毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで 
二 業績評価 毎年 4 月 1 日から 9 月 30 日まで及び 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで 

あるいは 毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで 
（人事評価における評語の付与等）※人事評価記録書（評語付与方式） 
第 7 条 能力評価に当たっては評価項目ごとに、業績評価に当たっては第 2 条第 3 号に規

定する目標ごとに、それぞれ評価の結果を表示する記号（以下「個別評語」という。）を

付すほか、当該能力評価又は当該業績評価の結果をそれぞれ総括的に表示する記号（以

下「全体評語」という。）を付すものとする。 
2 個別評語及び全体評語は、五段階とする。 
3 個別評語及び全体評語を付す場合において、能力評価にあっては第 2 条第 2 号の発揮し

た能力の程度が、業績評価にあっては同条第 3 号の目標を達成した程度が、それぞれ通

常のものと認めるときは、中位の段階を付すものとする。 
4 能力評価及び業績評価に当たっては、個別評語及び全体評語を付した理由その他参考と

なるべき事項を記載するように努めるものとする。 
（人事評価における点数の付与等） ※人事評価記録書（数値化方式） 
第 7 条 能力評価に当たっては評価項目の着眼点ごとに、業績評価に当たっては第 2 条第 3
号に規定する目標ごとに、それぞれ評価の結果に応じた点数を付すものとする。 

2 能力評価及び業績評価に当たっては、点数を付した理由その他参考となるべき事項を記 

 １ 人事評価実施規程例 
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載するように努めるものとする。

（業務目標の設定）

第 8 条 一次評価者は、業績評価の評価期間の開始に際し、被評価者と面談を行い、業務

に関する目標を定めることその他の方法により当該被評価者が当該評価期間において果

たすべき役割を確定するものとする。

（自己申告）

第 9 条 一次評価者は、人事評価を行うに際し、その参考とするため、被評価者に対し、

あらかじめ、当該人事評価に係る評価期間において当該被評価者の発揮した能力及び挙

げた業績に関する被評価者の自らの認識その他評価者による評価の参考となるべき事項

について、申告を行わせるものとする。

（評価の実施、面談、結果の開示） ※人事評価記録書（評語付与方式） 

第 10 条 一次評価者は、被評価者について、個別評語及び一次評価者としての全体評語を

付すことにより評価（次項に規定する再評価を含む。）を行うものとする。

2 二次評価者は、一次評価者による評価について、不均衡があるかどうかという観点から

審査を行い、二次評価者としての全体評語を付すことにより調整（次項に規定する再調

整を含む。）を行うものとする。この場合において、二次評価者は、当該全体評語を付す

前に、一次評価者に再評価を行わせることができる。

（評価の実施、面談、結果の開示） ※人事評価記録書（数値化方式） 

第 10 条 一次評価者は、被評価者について、点数を付すことにより評価（次項に規定する

再評価を含む。）を行うものとする。

2 二次評価者は、一次評価者による評価について、不均衡があるかどうかという観点から

審査を行い、二次評価者としての点数を付すことにより調整（次項に規定する再調整を

含む。）を行うものとする。この場合において、二次評価者は、当該点数を付す前に、一

次評価者に再評価を行わせることができる。

※第３～６項は評語付与方式・数値化方式共通 

3 確認者は、二次評価者による調整について審査を行い、適当でないと認める場合には二

次評価者に再調整を行わせた上で、能力評価及び業績評価が適当である旨の確認を行う

ものとする。

4 一次評価者は、前項の確認を行った後に、被評価者の能力評価及び業績評価の結果を、

当該被評価者に開示するものとする。

5 一次評価者は、前項の開示が行われた後に、被評価者と面談を行い、能力評価及び業績

評価の結果及びその根拠となる事実に基づき指導及び助言を行うものとする。

6 一次評価者は、被評価者が遠隔の地に勤務していることにより前項の面談により難い場

合には、電話その他の通信手段による交信を行うことにより、同項の面談に代えること

ができる。

（職員の異動又は併任への対応）

第 11 条 人事評価の実施に際し、職員が異動した場合又は職員が併任の場合については、

評価の引継その他適切な措置を講じることにより対応するものとする。

（人事評価記録書の保管）

第 12 条 人事評価記録書は、第 10 条第 3 項の確認を実施した日の翌日から起算して五年

間総務部人事課（総務課）において保管するものとする。

（人事評価の結果の活用）

第 13 条 人事評価の結果は、被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として

活用するものとする。

2 評価者は、人事評価の結果を職員の人材育成に積極的に活用するよう努めるものとする。 
（苦情への対応）

第 14 条 第 10 条第 4 項の規定に基づき開示された能力評価及び業績評価の結果に関する 
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職員の苦情へ対応するため、苦情相談及び苦情処理の手続を設けるものとする。

2 苦情相談は、職員の申出に基づき、各部局主管課長が対応する。 
3 苦情処理は、書面による申告に基づき、人事課長（総務課長）が行う。 
4 開示された評価結果に関する苦情処理は、当該評価の評価期間につき、一回に限り受け

付けるものとする。

5 苦情処理の申出は、能力評価及び業績評価の結果が開示された日若しくは第 2 項の苦情

相談にかかる結果の教示を受けた日の翌日から起算して 1 週間以内に限り申し出ること

ができる。

6 市（町村）長は、職員が苦情の申出をしたことを理由に、当該職員に対して不利益な取

扱いをしてはならない。

7 苦情相談又は苦情処理に関わった職員は、苦情の申出のあった事実及び当該内容その他

苦情相談又は苦情処理に関し職務上知ることができた秘密を保持しなければならない。

（連絡調整会議の設置）

第 15条 人事評価制度の円滑な運用や公務能率の向上のために必要な連絡調整を行うため、

市（町村）長が指名する部長（課室長）等から構成する連絡調整会議を設けるものとす

る。

（委任）

第 16 条 この規程に定めるもののほか、人事評価の実施に関し必要な事項は、市（町村）

長が別に定める。

附 則

（施行期日）

この規程は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

別表第一（第 2 条関係）（※別紙の通り） 
別表第二（第 4 条関係） 

※以下の対応関係はあくまで例示であり、各団体の規模・組織構成等に応じて設定すること。 

市の場合 

区 分 被評価者 一次評価者 二次評価者 確認者

本 庁

係員・係長

・課長補佐
課 長 部 長 副市長

課 長 部 長 副市長 市 長

部 長 副市長 市 長 市 長

○○センター

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

町村の場合 

区 分 被評価者 一次評価者 二次評価者 確認者

本 庁

係員・係長

・課長補佐
課 長 副町長 町 長

課 長 副町長 町 長 町 長

○○施設

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・
・
・

・
・
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序 人事評価制度の目的 

  地方分権の一層の進展により、地域における総合的な行政主体として高度化・多様化する住民の行

政ニーズに対応し、住民に身近な行政サービスを提供するという地方公共団体の役割はますます増し

てきている。また、厳しい財政状況や行政の効率化を背景に職員数は減少を続けており、個々の職員

に、困難な課題を解決する能力と高い業績を挙げることが従来以上に求められる状況となっている。 

  このような中、地方公務員法の改正により、従来の勤務評定に替え、より客観性、透明性の高い人

事評価制度が法律上の制度として導入された。 

人事評価制度は、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握す

ることで、職員の主体的な職務の遂行及びより高い能力を持った公務員の育成を行うとともに、能

力・実績に基づく人事管理を行うことにより、組織全体の士気高揚を促し、公務能率の向上につなげ、

最終的には住民サービス向上の土台をつくることを目的としているものである。

第１ 評価手続 

１ 目標の設定 

（１）業務目標の設定 

業績評価は、評価期間における業務の実施結果を評価するものであり、期首において、被評価

者の担当する業務内容に即して、その課題、目標、進め方等を明確にして行うこと。

【被評価者の留意点】

・ 組織目標と整合がとれているか（組織目標が設定されていない場合、基本構想や総合計画、

施政方針、あるいは行政組織規則や関係法令などを参照）

・ 職位にふさわしい目標か

・ 事後に成否が判断できるか

 「いつまでに」「何を」「どの水準まで」行うか、などを具体的に

※業務内容、職位、職務従事期間により、以下のような目標も設定可能。

・短期で成果が出せない業務

… 中長期的な成果を意識した評価期間における到達水準の目標を設定

例）・ 来年度に○○事業の見直しができるよう、○月末までに現行○○事業の評価資料を作成し課題を洗い

出す。

・ 来年度の○○条例改正のために、○月までに検討会を開催し、条例改正にあたっての諸課題（～～、

～～等）について整理した上で、○月までに条例の骨子を作成する。

・ルーティン業務

… 効率化や業務改善など当期の重点事項、留意事項に着目した目標を設定

例）・ 適正な予算執行となるよう、○月までに平成○○年度の執行内容について把握・分析し、問題点の抽

出を行った上で、必要に応じて積算の見直しを行い、平成○○年度の予算要求に反映させる。

・ 給与等の支給について、毎月の締日までにミス無く迅速に処理する。特に異動・昇任のある○月分に

ついては支給額に間違いが生じないようにチェックした上で支給額を確定し、ミス防止に万全を期する。 

・ 申請情報の記載内容について誤入力○％以下を達成するため、二重の目検による確認を怠らず徹底す

る。また、○○票との突合を徹底して受付情報の単純な入力ミスを防止する。

３　人事評価実施要領（運用の手引き）例

Ａ　評語付与方式
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【１次評価者の留意点】 

イ チェック等のポイント 

・ 職位にふさわしい目標か

 ・ 組織目標との整合性がとれているか

ロ 困難度・重要度の設定

複数の目標を立てた場合、それぞれの内容により、困難な目標、容易な目標、業務上に占め

るウェイトの高い目標など様々なものがあり得るが、それらについて、評価をつける際に考慮

することができるよう、必要に応じ、困難度、重要度を設定することができる。

困難度・重要度は、期首において目標等を確定する際に、評価者においてその要否も含め判

断し、設定することを基本とする。その際、面談等を通じ、評価者と被評価者の困難度等に関

する認識を共有するよう努めること。

なお、困難度等は、状況の変化により変わり得るものであるため、期中又は期末にあらため

て設定又は変更することも可能。

（２）期首面談 

   期首面談は、１次評価者と被評価者との間で行い、評価期間中の被評価者の業務上の目標等を

明確にして、認識の共有化を図ることを目的としている。

【被評価者の留意点】 

 ・目標等の内容や困難度・重要度について１次評価者と認識を共有すること。

【１次評価者の留意点】 

○面談の留意点

・ 素直に話し合える雰囲気を作るよう心掛けること。

・ 被評価者の話をよく聞き、不用意に中断しないこと。

・ 双方で意見等が異なる場合には、十分・丁寧な意見交換を行うよう努めること。

※ 能力評価の評価項目について、評価書を示すことにより被評価者に明示すること。

※ 日頃から組織目標等について組織的に共有され、１次評価者と被評価者との間で共通認識

が得られているのであれば、期首面談の時間を短縮すること等は可能。また、職務従事期間

が極めて短い場合、具体的な目標を定めず、当該期の業務遂行に当たっての重点事項、特に

留意すべき事項等を口頭で明確にすることも可能。

○面談の進め方（参考例）

① 面談の冒頭で、期首面談の目的について説明する。（面談が定着してくれば、省略も可）

② 被評価者の職務の状況を確認するとともに、人事評価記録書に記載された内容について、

１次評価者が特に確認しておきたい点や説明を聴取する必要があると考える点などについ

て、被評価者に説明を求める。

③ 被評価者からの説明を聞いた上で、目標等の内容について両者で話し合う。

④ 双方の認識等が一致した段階で目標等を確定させる。

必要に応じ、目標の困難度、重要度について設定する。（目標設定における認識の共有化）

⑤ その他業務遂行に際しての双方の要望や意見等について話し合う。

⑥ 面談終了
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（３）連絡調整会議 

 目標管理型の業績評価をより公正に行えるよう、目標設定時に関係部長（課室長）等から構成

する連絡調整会議を開催し、設定された目標や困難度・重要度について必要な調整を行う。目標

の内容や困難度・重要度に修正があった場合は、１次評価者から被評価者に修正内容を伝える。 

２ 業務遂行（評価期間中） 

   評価期間中、被評価者は、求められる行動がとれるよう、また、果たすべき役割が達成できるよ

う組織の一員として職務を遂行すること。また、１次評価者は、日常の業務管理を通じ、被評価者

の行動等を把握し、評価事実を収集するよう努めるとともに、被評価者の業務遂行に関心を持ち、

人材育成の観点からステップ毎に褒めるなどコミュニケーションを図るほか、適宜、必要な助言・

指導を行うこと。

３ 自己申告 

   被評価者は、評価期間を振り返り、目標の達成状況やその過程での職務の取組状況・取組姿勢を

中心に自己分析して、人事評価記録書に記入すること。目標以外の業務でも、特記すべき事項があ

れば人事評価記録書に記入すること。

【被評価者の留意点】 

［能力評価］

自らの評価期間中の行動等について、評価項目及び行動に記載された行動等を安定的にとるこ

とができていたかどうかの観点から振り返り、自己申告する。

［業績評価］

期首に設定した目標等について、「どこまでできたか」「どのような役割を果たしたか（どのよ

うな貢献をしたか）」等を記載するとともに、状況変化があった場合やその他特筆すべき事情が

あればそれを記載する。

期首に設定した目標以外の取組事項、突発事態への対応等があった場合に、その業務遂行状況

について記載する。

【１次評価者の留意点】 

・ 被評価者が記載した自己申告の内容について、自ら収集した被評価者の評価期間中における

職務の行動等に照らし、適宜被評価者に確認を求める。

・ 評価補助者を置いている場合は、被評価者からの自己申告の内容について意見を求める。

４ 評価 

【１次評価者の留意点】 

［能力評価］ 

① 評価項目及び行動ごとの評価（個別評語の付与）

評価項目及び行動ごとに着眼点として示した事項を参考に、評価項目及び行動に示された

職務行動を安定してとることができていたかどうかについて、ｓ、ａ、ｂ(通常)、ｃ、ｄの

５段階で評価する。

② 全体評語の付与

評価項目及び行動ごとの評価を踏まえ、Ｓ、Ａ、Ｂ(通常)、Ｃ、Ｄの５段階で評価する。
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［業績評価］ 

① 目標ごとの評価（個別評語の付与）

１次評価者と被評価者との間で設定したそれぞれの目標等について、職務活動の結果とし

て、期首に設定した目標を達成するためのプロセスやどの程度達成できたか、貢献できたか

を判断し、さらに、業務遂行に当たっての重点事項や留意事項を明らかにしていた場合には、

それらも踏まえて、ｓ、ａ、ｂ(通常)、ｃ、ｄの５段階で評価する。 
 また、目標ごとの評語を付すに当たっては、必要に応じて困難度を考慮する。

※ 職務従事期間が極めて短いため、具体的な目標を定めず、当該期の業務遂行に当たっての

重点事項、特に留意すべき事項等を口頭等で明確にすることで役割を確定した場合には、個

別評語を付与することなく、自己申告内容を参考に、全体評語を付与することも考えられる。 
② 目標以外の業務への取組状況等

目標として掲げた業務以外に、突発的な事案への対応や業務上の研修等の達成状況及び取

組状況等、評価を行うに当たり特記すべき事項などがあった場合には、被評価者の自己申告

の内容も参考にして、所見欄に記載するとともに、業績評価の全体評語を付与する際におい

て必要に応じてその状況等を勘案する。

なお、この欄には、被評価者からの申告の有無にかかわらず、１次評価者において全体評

語に反映すべきと考えられる事項についての所見を記載することができる。

③ 全体評語の付与

目標ごとの評価（必要に応じ、目標ごとの重要度（ウエイト付け）の差も考慮）及び「目

標以外の業務への取組状況等」も加味し、総合的に、当該期に当該ポストにある者に求めら

れた役割を果たしたかどうかの観点からＳ、Ａ、Ｂ(通常)、Ｃ、Ｄの５段階で評価する。 
また、全体評語を付すに当たっては、必要に応じて重要度を考慮する。

［所見欄の記入（両評価共通）］

① 評価根拠となる事実等のうち顕著なものや特記すべき事項等については、当該評価に関し

ての所見として人事評価記録書の該当欄に記載する。

 上位評価を付与する場合は、「通常」の状況に加えて何らか優秀な能力発揮状況であるこ

とや求められた以上の役割を果たしていることが必要。所見欄には、それらの上位評価を付

与した理由を記載する。

 下位評価を付与する場合は、「通常」期待されるレベルに達していない状況、あるいは「通

常」の水準にはるかに及ばないレベルにある状態。所見欄には、それらの下位評価を付与し

た理由を記載する。

② 両評価部分の全体評価の所見欄には、今後、被評価者が開発すべき能力等や改善を期待す

る事項等についても記載する。上位評価であっても、一層の向上を図るべき点について可能

な限り記載するよう努めること。

下位評価を付与する場合、期中における指導状況等を記載することにより、職員の能力・

意欲向上のために必要な情報をより充実させるよう努めること。また、改善が期待される点

や評価できる点についても可能な限り情報を充実させることが望ましい。

※ 所見に関しては、２次評価者が調整を行う際や、評価結果の開示に基づく被評価者への指

導・助言の際にも所見欄への記載情報は、必要な事項であると考えられるので、できるだけ

記載するように努めること。

◎ 職員の異動又は併任への対応について
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・ 職員が評価期間の途中で異動した場合には、異動前の評価期間中の職務遂行状況や業務の達

成状況などを異動先に申し送りする。その上で、異動先において評価を行う。

・ 職員が併任の場合には、併任先から本務の所属へ職務遂行状況や業務の達成状況などを伝達

する。

【２次評価者の留意点】 

○調整の実施

① 調整の観点

・ 自己の把握する事実と評価者の評価とが大きく食い違っていないか

・ 特定の部分に重きを置き過ぎたバランスを欠く評価になっていないか

・ 全体的な水準から見た評価の甘辛などの偏りがないか

② 調整内容

具体的には、能力評価及び業績評価それぞれの全体評語について、次のいずれかにより調

整を行う。また、調整に当たっては、必要に応じ、調整補助者や１次評価者から情報収集を

行う。

・ 特に不均衡等が見られなければ、１次評価者と同じ全体評語を２次評価者欄に記載する

とともに、氏名・２次評価記入の日付を記載する。（個別評語は任意）

・ 不均衡等がある場合には、

 自ら事実等を把握している場合等は、２次評価者欄に自ら評語を付すとともに、氏名・

２次評価記入の日付を記載する。

１次評価者の評価結果に甘辛などの偏りがある場合等は、１次評価者に再評価を命ずる。 
○１次評価者への説明等

１次評価者の付けた評語を修正する場合及び再評価を命ずる場合については、１次評価者に対

し、十分その理由を説明する。被評価者に対し評価結果の開示に基づく指導・助言を行うのは１

次評価者であり、有効かつ円滑な指導・助言を行うためには、１次評価者がその理由を十分説明

できることが必要。また、所見欄に理由を記載するという方法もあり得る。

【確認者の留意点】 

２次評価者による調整が終了した人事評価記録書を受領した後、評価の公正性の確保の観点を

踏まえつつ、調整結果について

・ ２次評価者が行った調整は、不均衡があるかどうかという観点等から妥当に行われたか

・ １次評価者が行った評価は、定められた手続や基準に則って公正かつ的確に行われたか

といった観点から調整結果を審査し、必要に応じて再調整（又は再評価）を指示する。

 確認者の確認の結果、再調整（又は再評価）を行う必要がない場合には、確認者欄に氏名・確

認の日付を記載し、評価が確定。

５ 評価結果の開示・期末面談 

  開示された評価結果を基に、１次評価者と被評価者の面談によるコミュニケーションを通じて、

組織内の意識の共有化や業務改善に結び付け、職員個々の自発的な能力開発を促すなど、人材育成

の観点からきめ細かな指導・助言を行うこと。

（注）本実施要領例では、期末面談において評価結果の開示を行う場合を想定しているが、

評価結果を開示した上で、別途期末面談を行うことも考えられる。
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【被評価者の留意点】 

・ 期末面談において評価結果の開示が行われる場合には、開示を希望しないかどうかの意思確

認を求められる場合があること。

※ なお、全体評語は、原則開示なので、「開示を希望しない」旨の意思表示をしなければ、

開示されることとなる。

・ １次評価者の指導内容等については、今後の業務遂行等に活用するための材料として、前向

きにとらえるよう心掛けること。

【１次評価者の留意点】 

○期末面談の留意点

・ 期末面談における留意点は、期首面談と同様。

・ 評価内容についての話し合いは、例えば、評価者と被評価者で認識が一致するものから始

め、次に一致しないものについて話し合うなど、流れにも留意すること。特に一致しないも

のについては、何故一致しないのかについて丁寧に話し合うことも重要。

・ 結果の良し悪しよりも原因に目を向け、プロセスを十分に分析し、話し合うよう心掛ける

こと。

※ 期末面談で初めてすべての業務の結果の総括をするということではなく、日常における業

務上のコミュニケーションを心掛けることによって、期末面談の負担が軽減される。普段か

らそのような業務管理に心配りしておくことも重要。

○期末面談の進め方

① 面談の冒頭で、期末面談の目的について説明する。（面談が定着してくれば、省略も可）

② 開示を希望しないかどうか、被評価者の意思を確認。

③ 評価結果の開示

④ 必要に応じ、被評価者の気付きを促すために、被評価者からの自己申告等の内容について、

被評価者からの説明を求める。

⑤ 被評価者のその期における職務上の成果や行動についての評価者としての意見等を、評価

結果を踏まえ、客観的な事実に即しつつ説明するとともに、今後の業務遂行等に当たっての

指導や助言等を行う。例えば、

ア 発揮された能力等で高かったもの、低かったものは何か

イ 能力向上を図るためにはどうしたらよいか

ウ 個々の業務目標等の達成状況がどうであったか

エ 組織や個人としての業務の進め方に問題がなかったか

オ 次期においてはどのように取り組むか          など

⑥ 業績評価については、業務上の目標等以外の業務の達成状況や突発的事項等への対応状況

等についても話し合い、次期以降の業務遂行、業務改善等に活用する。

⑦ 面談終了。

第２ 評価者訓練 

   人事評価制度の公正性、客観性、納得性を確保するためには、各課での運用等が統一的に行われ

るよう制度の周知や評価者訓練を実施することが重要。

   定期的に評価者訓練を実施し、評価者となる管理・監督職の積極的な参加を促すこと。
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〈参考：評価者の心構え〉 

① 評価は担当業務の一つであることを認識すること

評価者は、「仕事が忙しくて、人事評価に割く時間がない」、「人事評価は面倒なものだ」とい

う受け止め方をせず、日頃から人事評価は管理者（及び業務管理を補助する者）としての担当業

務の一つであるという認識を持つことが必要。

② 主観的な判断基準で評価しないこと

評価者が評価を行うに当たって、評価基準に対する理解が不十分であったり、認識にバラツキ

があったりすると、自分の価値判断・経験などにより評価要素を自分なりに理解し評価すること

となり、更には、評価者の思惑や個人的な感情が入りやすくなる。

この場合、一般的に、評価そのものは甘くなりがちで、寛大化傾向（評価者が実際よりも寛大

な甘い評価をする傾向）を示したり、また、評価に自信がない場合には、中心化傾向（優劣の差

がつきにくい状態）を示すこととなり、このことが結果的に、被評価者に評価者の評価能力、評

価態度及び評価結果について、疑問や不満を抱かせることにつながる。

人事評価においては、評価基準等を統一的に理解・運用することが重要であり、各評価者が主

観的な判断基準等で行うものではないということを認識することが必要。

③ 人間性や人格を評価するのではなく、職務における行動や結果を評価するという視点を持つこと

人事評価は、評価者が部下の人間性や人格を評価するものではなく、保有している能力のうち、

職務行動を通じて顕在化した能力及び職務遂行結果を客観的に把握することが重要。

人事評価は、あくまで職務遂行における行動及び結果に基づき、能力や業績を評価するもので

あることを意識して、評価を行うこと。

④ 被評価者の日頃の職務行動を把握すること

評価者は、評価者が日頃行っている業務管理の中で、被評価者の職務行動のうちの顕著な行動

等について評価項目及び行動や着眼点を通して把握し、評価の材料として収集すること。必要に

応じて、記録に留めておくことも有益。

⑤ 人材育成の観点からの適切な指導・助言

人事評価は、能力・実績主義の人事管理の基礎となるツールであるとともに、個々の職員の側

からみれば、自らの強み・弱みを把握して自発的な能力開発等を促すことにもつながるなど人材

育成の意義も有している。

このようなことから、評価結果のみならず、きめ細かな指導・助言は、被評価者の今後の業務

遂行に当たり具体的な改善点等を示すことなどにより、公務能率の向上に大きく寄与するものな

ので、適切な指導・助言を行うことによって、人材育成につなげること。

第３ 苦情への対応 

１ 苦情対応の必要性 

評価制度を円滑に運用するためには、評価者と被評価者（当事者）が制度内容をよく理解し、適

切に評価を行う必要がある。また、日頃から当事者同士がよく話し合い、コミュニケーションを通

じて双方の疑問点や不満等を解消するよう心がけることも大切。 

人事評価の公正性・透明性の確保、制度そのものに対する信頼性の確保の観点から、人事評価の

プロセス、評価結果等に関する内容、その他制度全般において想定される苦情等に対し、適切に対

応し効果的な解決を図ること。 
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２ 苦情相談と苦情処理 

《苦情相談》 

（１）相談の対象 

開示された評価結果に関するものを含むほか、人事評価に係る手続その他人事評価に関する

苦情全般について幅広く対象とする。（評価手続に関すること、制度に関すること、評価結果

に関することなど） 

（２）手続 

① 申出方式

苦情等のある者は、口頭、電話、メール等により、苦情相談窓口（総務課長）に申出・相

談を行う。 

② 対応

総務課長は、口頭等により申出のあった相談内容を聞き、内容に応じ、制度の説明のほか、

相談内容が評価手続に関するもので改善が必要と判断される場合には、申出人の意向を確認

の上、評価者に伝達し、改善を促すなどの対応を行う。 

《苦情処理》 

（１）処理の対象 

開示された評価結果に関する苦情及び苦情相談で解決されなかった苦情のみを受け付ける。  

（２）手続 

① 申出方式

書面により、苦情処理窓口（副町長）に申し出ることにより行う。

なお、申出は、申し出る職員の意思に基づき、必ず職員本人名義で行う必要がある。

また、評価結果の早期確定の観点から、申出期間には制限を設けている（評価結果の開示

を受けた日、苦情相談で苦情処理手続の教示を受けた日から、１週間）。 

さらに、評価結果に関する苦情については、当該評価期間につき、１回受け付けるものと

する。（苦情処理の結果として再評価された評価結果について、再度、苦情処理の申出を行

うことはできない。） 

② 対応

 ・ 受理の通知 

 苦情処理窓口は、申出を受理する場合には申し出た職員及び必要に応じ評価者に通知し、

却下する場合には申し出た職員にのみ通知する。 

・ 事実関係の確認 

苦情処理窓口は、申出の事実確認のため、苦情を申し出た職員のほか、その申し出た職

員の評価者その他必要があると認める者（職場関係者など）からの聴き取り、必要な証拠

書類収集等により事実調査を行う。 

  ・ 調書の作成 

苦情処理窓口は、聴き取りの結果のほか、必要な書類等の収集・取りまとめを行い、事

実調査に係る調書（書面）を作成して町長に提出する。 

  ・ 審理 

（注）本実施要領例では、町における体制を想定し、苦情相談窓口を総務課長、苦情処理窓口

を副町長で設定している。
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  町長は、評価結果の当・不当等を調書に基づき、審理を行う。 

  ・ 決定 

 町長の審理結果を踏まえ、確認者は、苦情を申し出た職員及び必要に応じ関係者に通知

する等、必要な措置をとる。 

※ 評価手続等に疑問、苦情等がある場合には、まずは評価者とよく話し合うこと。

なお、苦情相談、苦情処理以外に、人事委員会（公平委員会）の苦情相談窓口に対しても申し

出ることができること。
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【能力評価】 

○全体評語

中位より上 

Ｓ 特に優秀 
求められる行動が全て確実にとられており、当該職位と

して特に優秀な能力発揮状況である。 

Ａ 通常より優秀 
求められる行動が十分にとられており、当該職位として

優秀な能力発揮状況である。 

中 位 Ｂ 通常 
求められる行動が概ねとられており、当該職位として求

められる能力が概ね発揮されている状況である。（通常） 

中位より下 

Ｃ 通常より物足りない 

求められる行動がとられないことがやや多く、当該職位と

して十分な能力発揮状況とはいえない。（当該職位の職務

を遂行するために求められる能力を発揮していないとま

ではいえない。） 

Ｄ はるかに及ばない 

求められる行動がほとんどとられておらず、当該職位に

必要な能力発揮状況でない。（当該職位の職務を遂行す

るために求められる能力の発揮の程度に達していな

い。） 

○個別評語（評価項目及び行動ごとの評語）

s 
求められる行動が全て確実にとられており、付加価値を生む、他の職員の模範となる

などの職務遂行状況である。 

a 求められる行動が確実にとられていた。 

b 求められる行動が概ねとられていた。（通常） 

c 
求められる行動が最低限はとられていた。（できた場合もあったが、できなかったことの

方が多いなど、総じて判断すれば、とられていた行動が物足りなかった。） 

d 求められる行動が全くとられていなかった。 

【業績評価】 

○全体評語

中位より上 
Ｓ 特に優秀 

今期当該ポストに求められた水準をはるかに上回る役

割を果たした。 

Ａ 通常より優秀 今期当該ポストに求められた以上の役割を果たした。 

中 位 Ｂ 通常 
今期当該ポストに求められた役割を概ね果たした。（通

常） 

中位より下 

Ｃ 通常より物足りない 
今期当該ポストに求められた水準を下回る役割しか果た

していなかった。 

Ｄ はるかに及ばない 
今期当該ポストに求められた役割をほとんど果たして

いなかった。 

評語等の解説 
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○困難度・重要度

◎ 
当該職位にある者全てには期待することが困難と思われる目標、又は重要度が特に

高いと思われる目標。 

△ 
当該職位にある者であれば、達成することが容易と思われる目標、又は重要度が低

いと思われる目標。 

無印 上記のいずれにも該当しないもの。 

  注）「困難度」は主として目標ごとの評価において、「重要度」は主として全体評価において 

考慮するものとする。 

○個別評語（業務目標ごとの評語）

s 問題なく目標を達成し、期待をはるかに上回る成果をあげた。 

a 問題なく目標を達成し、期待された以上の成果をあげた。 

b 
以下（※）に掲げるようなマイナス要因がほとんどなく目標を達成し、期待された

成果をあげた。（通常） 

c 
以下（※）に掲げるようなマイナス要因が見られるなど、目標の達成が不十分であり、

期待された成果水準に及ばなかった。 

d 
本人の責任により、期限・水準とも目標を達成できず、通常の努力によって得られ

るはずの成果水準にはるかに及ばなかった。 

（※）・上司又は同僚によるカバーを要したため他の業務に影響が及んだ。 

・必要な手順を踏まず又は誠実な対応を欠いたため、関係者との間でしこりを残した。 
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面
談

１
次

評
価

者
所

属
･職

名
：

所
属

：
職

名
：

氏
名

：
確

　
認

　
日

　
：

（
所

見
）

(評
語

)

２
次

評
価

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：
２
次

評
価

記
入

日
：

氏
名

：
　

１
次

評
価

記
入

日
：

＜
倫

理
＞

ｂ
ｂ

（
Ⅰ

　
能

力
評

価
）

評
価

項
目

及
び
行

動
／

着
眼

点
自

己
申

告
１
次

評
価

者
２
次

評
価

者
（
任

意
）

（
コ
メ
ン
ト
：
必

要
に
応

じ
）

全
体

の
奉

仕
者

と
し
て
、
責

任
を
持

っ
て
業

務
に
取

り
組

む
と
と
も
に
、
服

務
規

律
を
遵

守
し
、
公

正
に
職

務
を
遂

行
す
る
。

責
任

感
全

体
の
奉

仕
者

と
し
て
、
責

任
を
持

っ
て
業

務
に
取

り
組

む
。

公
正

性
服

務
規

律
を
遵

守
し
、
公

正
に
職

務
を
遂

行
す

る
。

確
認

者
所

属
･職

名
：

対
応
策
の
検
討

問
題
の
原
因
を
探
求
し
て
、
対
応
策
を
考
え
る
。

＜
課

題
対

応
＞

ｂ
ｂ

担
当

業
務

に
必

要
な
専

門
的

知
識

・
技

術
を
習

得
し
、
問

題
点

を
的

確
に
把

握
し
、
課

題
に
対

応
す
る
。

知
識

・
情

報
収

集
担

当
業

務
に
お

け
る
専

門
的

知
識

・
技

術
の
習

得
・
情

報
収

集
を
行

う
。

問
題

点
の
把

握
新

し
い
課

題
に
対

し
て
問

題
点

を
的

確
に
把

握
す

る
。

上
司

・
部

下
等

と
協

力
的

な
関

係
を
構

築
す
る
。

協
調

性
上

司
・
部

下
や

他
部

局
等

の
担

当
者

と
協

力
的

な
関

係
を
構

築
す

る
。

指
示

・
指

導
の
理

解
上

司
や

周
囲

の
指

示
・
指

導
を
正

し
く
理

解
す

る
。

住
民

や
関

係
者

の
意

見
・
要

望
等

を
正

し
く
理

解
し
て
説

明
を
行

う
。

＜
協

調
性

＞

ｂ
ｂ

＜
説

明
＞

ｂ
ｂ

担
当

す
る
事

案
に
つ
い
て
分

か
り
や

す
い
説

明
を
行

う
。

説
明

ポ
イ
ン
ト
を
整

理
し
、
筋

道
を
立

て
て
分

か
り
や

す
く
住

民
や

関
係

者
に
説

明
す

る
。

相
手

の
話

の
理

解

ｂ

計
画

的
に
業

務
を
進

め
、
担

当
業

務
全

体
の

チ
ェ
ッ
ク
を
行

い
、
確

実
に
業

務
を
遂

行
す
る
。

計
画

性
最

終
期

限
を
意

識
し
、
進

捗
状

況
を
部

下
や

同
僚

と
共

有
し
な
が
ら
計

画
的

に
業

務
を
進

め
る
。

正
確

性
ミ
ス
や

抜
け
落

ち
を
生

じ
さ
せ

な
い
よ
う
担

当
業

務
全

体
の
チ
ェ
ッ
ク
を
行

う
。

部
下

の
育

成
部

下
の
育

成
の
た
め
、
的

確
な
指

示
や

ア
ド
バ
イ
ス
を
与

え
、
問

題
が
あ
る
と
き
は
適

切
に
指

導
す

る
。

＜
業

務
遂

行
＞

ｂ

粘
り
強

さ
困

難
な
状

況
に
お

い
て
も
粘

り
強

く
仕

事
を
進

め
る
。

１
次

評
価

者
　

２
次

評
価

者

（
所

見
）

（
全

体
評

語
）
（
所

見
）

（
全

体
評

語
）

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

B
B

評
語

付
与
方
式

人事評価記録書記入要領（参考例）

期
末

：
被

評
価

者

・
評

価
項

目
及

び
行

動
に
示

さ
れ

た
職

務
行

動
を
と

る
こ
と
が

で
き
て
い
た
か
ど
う
か

に
つ
い
て
、
s～

dの
５
段

階
評

語
ま
た
は

文
章

に
よ
る
自

由
記

述
（
評

価

の
根

拠
と
な
る
行

動
事

実
等

）

※
ど
ち
ら
か

又
は

両
方

か
は

各
団

体
が

定
め
る

期
末

：
１
次

評
価

者

・
評

価
項

目
及

び
行

動
に
示

さ

れ
た
職
務
行
動
を
被
評
価
者

が
と
る
こ
と
が

で
き
て
い
た
か

ど

う
か

に
つ
い
て
s～

dの
５
段

階

で
評

価

・
所

見
欄

に
は

評
価

根
拠

と
な

る
事

実
等

の
う
ち
顕

著
な
も
の

や
特

記
す
べ

き
事

項
な
ど
行

動

事
実

等
を
記

載

期
末

：
２
次

評
価

者

・
調

整
時

に
必

要
に
応

じ
、
s～

d
の

５
段

階
評

語
を
記

載
（
任

意
）

期
末

：
１
次

評
価

者

・
全

体
評

語
を
付

す
に
当

た
っ
て
の

補
足

説
明

（
評
語
の
決
定
理
由
等
）
や
、
今
後
改

善
を
期

待

す
る
事
項
等
を
記
載

期
末

：
１
次

評
価

者

・
評

価
項

目
ご
と
の

評
価

に
基

づ
き
、

Ｓ
～
Ｄ
の
５
段
階
評
語
を
記
載

期
末

：
２
次

評
価

者

・
評
語
を
変
更
し
た
場
合
は
、

評
価

者
が

被
評

価
者

に
説

明

を
行
う
た
め
、
変
更
し
た
理
由

を
必

ず
記

載
（
評

語
を
変

更
し

な
い
場

合
は

任
意

）

期
末

：
２
次

評
価

者

・
評

価
者

の
評

価
に
特

に
不

均
衡

が
な
け
れ

ば
同

じ
評

語

を
記

載

・
不

均
衡

が
あ
れ

ば
、
評

語

を
変

更
し
て
記

載
又

は
再

評

価
を
指

示
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平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

【
１
　
目

標
】

１
次

評
価

者
２
次

評
価

者

（
い
つ
ま
で
に
、
何

を
、
ど
の

水
準

ま
で
）

（
達

成
状

況
、
状

況
変

化
そ
の

他
の

特
筆

す
べ

き
事

情
）

（
所

見
）

(評
語

)
（
任

意
）

番
号

業
務

内
容

目
標

困 難
重 要

評
価

期
間

氏
名

：

期
首

面
談

１
次

評
価

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：
　

１
次

評
価

記
入

日
：

被
評

価
者

所
属

：
職

名
：

２
次

評
価

記
入

日
：

（
Ⅱ

　
業

績
評

価
）

確
　
認

　
日

　
：

確
認

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：

期
末

面
談

２
次

評
価

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：

当
初
予
定
し
た
期
限
に
は
と
り
ま
と
め
ら
れ
な

か
っ
た
も
の
の
、
委

員
の
都

合
に
よ
る
日

程
調

整
に
困

難
を
伴

っ
た
な
か
で
行

わ
れ
た
も
の
で
あ

り
、
期

待
さ
れ
た
成

果
を
あ
げ
た
と
言

え
る
。

ａ

自
己

申
告

2
適

正
な
予

算
執

行

○
月

中
に
平

成
○

○
年

度
予

算
の
出

納
整

理
処

理
を

完
結

す
る
と
と
も
に
△

月
中

に
庁

費
に
係

る
全

体
的

な
執

行
計

画
及

び
物

品
管

理
計

画
を
作

成
し
、
計

画
的

な
予

算
執

行
を
行

う
。

　
　

調
整

に
当

初
見

込
み

よ
り
や

や
期

間
を
要

し
た
が
、
期

限
内

に
執

行
す

る
こ
と
が
で
き
た
。

若
干

の
作

業
の
遅

れ
は
あ
っ
た
が
、
大

き
な
マ
イ
ナ
ス
要
因
は
な
く
目
標
を
達
成
し
て

お
り
、
期

待
さ
れ
た
成

果
を
あ
げ
た
と
言

え
る
。

1
△

△
会

議
に
お

け
る
■

■
と
り
ま
と
め

△
△

会
議

の
委

員
を
□

月
ま
で
に
選

定
し
、
○

月
ま
で

に
会

議
を
５
回

開
催

し
、
各

回
に
●

●
の
問

題
点

や
課

題
な
ど
を
明
確
に
し
た
会
議
資
料
を
提
出
す
る
と
と
も

に
、
各

委
員

の
様

々
な
意

見
を
踏

ま
え
、
◆

◆
の
た
た
き

台
と
な
る
取
り
ま
と
め
を
○
月
ま
で
に
打
出
し
て
も
ら
う
。

◎
◎

○
月

ま
で
に
と
り
ま
と
め
作

業
を
終

え
、
課

長
へ

の
了

解
を
と
る

予
定

で
あ
っ
た
が
、
調

整
に
難

航
し
現

時
点

で
よ
う
や

く
ま
と
ま
っ

た
状

況
で
あ
り
、
と
り
ま
と
め
に
遅

れ
が
生

じ
た
。

ｂ

3
○

○
業

務
の
見

直
し

局
の
所

管
す

る
○

○
業

務
を
検

証
し
、
業

務
遂

行
の
見

直
し
を
指

導
す

る
こ
と
に
よ
り
、
○

月
ま
で
に
事

務
処

理
要

領
を
改

正
し
、
併

せ
て
、
○

○
業

務
に
係

る
各

府
省

か
ら
の
要

請
・
指

導
を
行

い
必

要
に
応

じ
て
ヒ
ア
リ
ン
グ
を

行
う
。

　

今
ま
で
複

雑
な
処

理
を
行

っ
て
い
た
事

務
の
見

直
し
を

行
い
、
効

率
的

な
作

業
が
行

え
る
よ
う
事

務
処

理
要

領
を
改

正
し
た
。

改
正

さ
れ
た
事

務
処

理
要

領
を
徹

底
し
た

こ
と
で
、
こ
れ
ま
で
時
間
が
か
か
っ
て
い
た

複
雑

な
作

業
負

担
が
減

り
、
事

務
の
合

理
化

が
図

ら
れ
た
。

ｂ

4
ｂ

期
首

：
被
評
価
者

・
業

務
内
容
を
端

的
に
表

す
見

出
し

的
な
も
の

を
記

載

期
首
：
被
評
価
者
※

・
「
何
を
」
「
い
つ
ま
で
に
」「

ど
の
水
準
ま
で
」「
ど
の
よ
う
に
」を

で
き
る
だ
け
具
体
的
に
、
事
後
に
そ
の
成
否
を
判
断
し
や
す
い
形
で
記
載

・
抽
象
的
な
記
載
と
せ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
、
当
該
期
に
お
け
る
重
要
事
項
や
留
意
事
項
な
ど
評
価
さ
せ
る
ポ
イ
ン
ト
を
明
確
に

・
チ
ー
ム
の

共
通

目
標

に
対

す
る
自
分

の
果
た
す
役
割

を
記

載
す
る
方

法
も

・
職
位
に
ふ
さ
わ
し
い
目
標
で
あ
る
か
ど
う
か

※
期
首
に
被
評
価
者
が
記
載
し
、
面
談
等
を
経
て
確
定
。
期
間
中
に
評
価
者
と
面
談
等
の
上
、
追
加
・
変
更
す
る
こ
と
も
可

能

期
首

：
１
次

評
価

者
※

・
目
標
の
困
難
度
や
重
要
度

に
応
じ
、
「
◎

」や
「△

」（
ど
ち
ら
で
も
な
け
れ

ば
無
印

）を
設

定

・
い
ず
れ
の
場
合
に
お
い
て
も
、
面
談
等
に
よ
り
被
評
価
者
と
認
識
を
共
有

※
期
首
に
評
価
者
が
設
定
す
る
こ
と
が
原
則
だ
が
、
期
末
に
変
更
又
は
追
記
す
る
こ
と
も
可
能

期
末

：
被

評
価

者

・
当
期
の
業
務
遂
行
を
振
り
返
り
、
達
成
状

況
、
目

標
設

定
時

か
ら
の

状
況

変
化

そ
の

他
特
筆
す
べ
き
事
情
、
共
通
目
標
に
対
す
る

自
ら
の
取
り
組
み
内
容
等
を
記
載

期
末

：
１
次

評
価

者

・
自
ら
が
把
握
し
た
具

体
的

事
実

等
に
基

づ

き
、
評

価
の

根
拠

や

特
記
す
べ
き
事
項
等

を
記
載

期
末

：
１
次

評
価

者

・
s～

dの
５
段

階
で

評
価

・
「
困

難
度

」
の

高
い

（
◎

）
目

標
や

低
い

（
△

）
目

標
を
個

別

評
語
を
決
定
す
る
に

当
た
り
考
慮

期
末

：
２
次

評
価

者

・
調

整
時

に
必

要
に
応

じ
、
s～

dの
個

別
評

語

を
記

載
（
任

意
）

39



【
２
　
目

標
以

外
の

業
務

へ
の

取
組

状
況

等
】

【
３
　
全

体
評

語
等

】

１
次

評
価

者
２
次

評
価

者
（
所

見
）

（
全

体
評

語
）

（
所

見
）

（
全

体
評

語
）

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

Ａ
Ａ

（
目

標
以

外
の

取
組

事
項

、
突

発
事

態
へ

の
対

応
等

）

○
○

の
検

討

○
○

へ
の
対

応

○
○

業
務

の
適

正
な
対

応

○
○

に
つ

い
て
の
事

件
を
き
っ
か
け
に
、
早

急
な
対

応
を
迫

ら
れ
た
○

○
に
つ

い
て
、
関

係
事

業
者

・
団

体
等

へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
関

係
機

関
と
の
協

議
等

を
行

っ
た
上

で
対

応
を
検

討
し
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
や

実
施

方
針

に
つ

い
て
方

向
性

を
打

ち
出

し
た
。

課
内

の
事

務
分

掌
変

更
に
よ
り
担

当
す

る
こ
と
に
な
っ
た
○

○
業

務
に
つ

い
て
、

○
月

に
△

△
を
し
、
□

月
ま
で
に
■

■
を
実

施
し
た
。

（
所

見
）

1
○

○
へ

の
対

応
に
つ

い
て
は
、
ポ
イ
ン
ト
を
し
ぼ
っ
た
効

率
的

な
実

態
把

握
、
必

要
な
課

題
・
論

点
の
整

理
と
関

係
各

方
面

へ
の
報

告
、
関

係
機

関
と
の
協

議
等

を
短

期
間

の
う
ち
に
こ
な
す

な
ど
、
急

な
対

応
を
迫

ら
れ
た
難

し
い
課

題
で
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず

、
重

要
な
成

果
を
あ
げ
て
い
る
。

○
○

は
、
事

務
分

掌
変

更
に
よ
り
新

規
に
付

加
さ
れ
た
業

務
で
あ
る
が
、
従

来
業

務
に
支

障
を
及

ぼ
す

こ
と
な
く
、
一

定
の
成

果
を

あ
げ
た
。

○
○

業
務

は
、
係

の
ル
ー

チ
ン
業

務
で
あ
る
が
、
そ
の
膨

大
な
事

務
量

を
支

障
な
く
こ
な
し
た
こ
と
は
、
期

中
に
お

け
る
重

要
な
成

果
で
あ
っ
た
と
言

え
る
。

2 3

被
評

価
者

所
属

：
職

名
：

氏
名

：

番
号

業
務

内
容

自
己

申
告

１
次

評
価

者

期
末
（
期
首
）
：
被
評
価
者

・
期

首
に
予

想
し
て
い
な
か

っ
た
突

発
的

な
課

題
へ

の
対

応

・
目

標
と
し
て
掲

げ
た
主

要
な
業

務
で
は

な
い
業

務
が

あ
っ
た
場

合
に
、
日

常
業

務
の

遂
行

状
況

、
周

囲
へ

の
協

力
な
ど
、
当

該

業
務
の
達
成
状
況
等
を
記
載

・
な
お
、
期

首
に
お
い
て
課

題
の

認
識

は
あ
る
も
の

の
具

体
的

な
対

応
が

定
ま
っ
て
い
な
い
事

項
な
ど
に
つ
い
て
も
あ
ら
か

じ
め

期
首

に
記

載
す
る
こ
と
も
可

期
末

：
１
次

評
価

者

・
自

己
申

告
欄

に
記

載
の

あ
っ
た
業

務
に
つ
い
て
、
評

価
者

所
見

を
記

載

・
自

己
申

告
欄

に
記

載
が

な
く
て
も
、
評

価
者

に
お
い
て
、
評

価
に
当

た
り
考

慮
す
る
こ
と
が

適

当
と
認

め
ら
れ

る
も
の

が
あ
る
場

合
に
は

、
当

該
業

務
の

業
務

内
容

及
び
所

見
を
追

加
記

載

（
下

線
部

分
）

期
末

：
１
次

評
価

者

業
務
目
標
ご
と
の
評
価
及
び
目
標
以
外

の
業
務

の
達
成

状
況

を
総
合

的
に

勘
案
し
、
全
体
評
語
を
付
す
に
当
た
っ
て
の
補

足
説
明
（
全

体
評
価

の
評
語

決
定

の
論
拠
等
）
を
記
載

期
末

：
１
次

評
価

者

・
Ｓ
～
Ｄ
の
５
段
階
で
評
価

・
「
重

要
度

」
の

高
い
（
◎

）
目

標
や

低
い
（
△
）
目

標
に
つ
い
て
は

全

体
評
語
を
決
定
す
る
に
当
た
り
考

慮

期
末

：
２
次

評
価

者

・
評
語
を
変
更
し
た
場
合
は
、
１
次
評

価
者

が
被

評
価

者
に
説

明
を
行

う
た

め
、
変
更
し
た
理
由
を
必
ず
記
載
（
評

語
を
変

更
し
な
い
場

合
は

任
意

）

期
末

：
２
次

評
価

者

・
１
次

評
価

者
の

評
価

に
特

に
不

均

衡
が

な
け
れ

ば
同

じ
評

語
を
記

載

・
不

均
衡

が
あ
れ

ば
、
評

語
を
変

更

し
て
記

載
又

は
再

評
価

を
指

示
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序 人事評価制度の目的 

 地方分権の一層の進展により、地域における総合的な行政主体として高度化・多様化する住民の行

政ニーズに対応し、住民に身近な行政サービスを提供するという地方公共団体の役割はますます増し

てきている。また、厳しい財政状況や行政の効率化を背景に職員数は減少を続けており、個々の職員

に、困難な課題を解決する能力と高い業績を挙げることが従来以上に求められる状況となっている。 

 このような中、地方公務員法の改正により、従来の勤務評定に替え、より客観性、透明性の高い人

事評価制度が法律上の制度として導入された。 

人事評価制度は、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握す

ることで、職員の主体的な職務の遂行及びより高い能力を持った公務員の育成を行うとともに、能

力・実績に基づく人事管理を行うことにより、組織全体の士気高揚を促し、公務能率の向上につなげ、

最終的には住民サービス向上の土台をつくることを目的としているものである。

第１ 評価手続 

１ 目標の設定 

（１）業務目標の設定 

業績評価は、評価期間における業務の実施結果を評価するものであり、期首において、被評価

者の担当する業務内容に即して、その課題、目標、進め方等を明確にして行うこと。

【被評価者の留意点】 

イ 個別目標の設定 

・ 組織目標と整合がとれているか（組織目標が設定されていない場合、基本構想や総合計画、

施政方針、あるいは行政組織規則や関係法令などを参照）

・ 職位にふさわしい目標か

・ 事後に成否が判断できるか

「いつまでに」「何を」「どの水準まで」行うか、などを具体的に

※業務内容、職位、職務従事期間により、以下のような目標も設定可能。

・短期で成果が出せない業務

… 中長期的な成果を意識した評価期間における到達水準の目標を設定

例）・ 来年度に○○事業の見直しができるよう、○月末までに現行○○事業の評価資料を作成し課題を洗

い出す。

  ・ 来年度の○○条例改正のために、○月までに検討会を開催し、条例改正にあたっての諸課題（～～、

～～等）について整理した上で、○月までに条例の骨子を作成する。

・ルーティン業務

… 効率化や業務改善など当期の重点事項、留意事項に着目した目標を設定

例）・ 適正な予算執行となるよう、○月までに平成○○年度の執行内容について把握・分析し、問題点の

抽出を行った上で、必要に応じて積算の見直しを行い、平成○○年度の予算要求に反映させる。

  ・ 給与等の支給について、毎月の締日までにミス無く迅速に処理する。特に異動・昇任のある○月分

については支給額に間違いが生じないようにチェックした上で支給額を確定し、ミス防止に万全を期

する。

  ・ 申請情報の記載内容について誤入力○％以下を達成するため、二重の目検による確認を怠らず徹底

Ｂ　数値化方式
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する。また、○○票との突合を徹底して受付情報の単純な入力ミスを防止する。

ロ 個別目標のレベル・ウェイトの設定

設定した業務目標を（別紙１）の「目標レベル設定基準表」に照らし合わせ、「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」

「Ｃ」に分類する。その際、レベルＡ以上とした目標について、被評価者はその理由を目標欄

に付記する。

また、業務目標ごとのウェイトを設定する。その際、業務の重要性に関係なく、業務時間に

応じたウェイトとする。一つの目標のウェイトは 40％を上限とし、レベルＡ以上のウェイトが

20％以上 30％以下となることを基本に、５％刻みで設定し、合計が 100％となるようにする。 
ただし、業務の状況等から上記のウェイト設定を変更する場合には、連絡調整会議で審議を行

った上で決定するものとする。

【１次評価者の留意点】 

○チェック等のポイント

・ 職位にふさわしい目標か

・ 組織目標との整合性がとれているか

（２）期首面談 

期首面談は、１次評価者と被評価者との間で行い、評価期間中の被評価者の業務上の目標等を

明確にして、認識の共有化を図ることを目的としている。

【被評価者の留意点】 

 ・目標等の内容やレベル・ウェイトについて１次評価者と認識を共有すること。

【１次評価者の留意点】 

○面談の留意点

・ 素直に話し合える雰囲気を作るよう心掛けること。

・ 被評価者の話をよく聞き、不用意に中断しないこと。

・ 双方で意見等が異なる場合には、十分・丁寧な意見交換を行うよう努めること。

※ 能力評価の評価項目について、評価書を示すことにより被評価者に明示すること。

※ 日頃から組織目標等について組織的に共有され、１次評価者と被評価者との間で共通認識

が得られているのであれば、期首面談の時間を短縮すること等は可能。また、職務従事期間

が極めて短い場合、具体的な目標を定めず、当該期の業務遂行に当たっての重点事項、特に

留意すべき事項等を口頭で明確にすることも可能。

○面談の進め方（参考例）

① 面談の冒頭で、期首面談の目的について説明する。（面談が定着してくれば、省略も可）

② 被評価者の職務の状況を確認するとともに、人事評価記録書に記載された内容について、

１次評価者が特に確認しておきたい点や説明を聴取する必要があると考える点などについ

て、被評価者に説明を求める。

③ 被評価者からの説明を聞いた上で、目標等の内容について両者で話し合う。

④ 双方の認識等が一致した段階で目標等を確定させる。

目標のレベル・ウェイトについて確認し、認識の共有化を図る。

（注）本実施要領例で示した数値（下線部）は標準的なものであり、各団体の状況に応じて適

宜設定するものとする。
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⑤ その他業務遂行に際しての双方の要望や意見等について話し合う。

⑥ 面談終了

（３）連絡調整会議 

目標管理型の業績評価をより公正に行えるよう、目標設定時に関係部長（課室長）等から構成

する連絡調整会議を開催し、設定された目標やレベル・ウェイトについて必要な調整を行う。目

標の内容やレベル・ウェイトに変更があった場合は、１次評価者から被評価者に修正内容を伝え

る。

２ 業務遂行（評価期間中） 

 評価期間中、被評価者は、求められる行動がとれるよう、また、果たすべき役割が達成できるよ

う組織の一員として職務を遂行すること。また、１次評価者は、日常の業務管理を通じ、被評価者

の行動等を把握し、評価事実を収集するよう努めるとともに、被評価者の業務遂行に関心を持ち、

人材育成の観点からステップ毎に褒めるなどコミュニケーションを図るほか、適宜、必要な助言・

指導を行うこと。

３ 自己申告 

 被評価者は、評価期間を振り返り、目標の達成状況やその過程での職務の取組状況・取組姿勢を

中心に自己分析して、人事評価記録書に記入すること。目標以外の業務でも、特記すべき事項があ

れば人事評価記録書に記入すること。

【被評価者の留意点】 

［能力評価］

自らの評価期間中の行動等について、評価項目及び行動に記載された行動等を安定的にとるこ

とができていたかどうかの観点から振り返り、自己申告する。

［業績評価］

期首に設定した目標等について、「どこまでできたか」「どのような役割を果たしたか（どのよ

うな貢献をしたか）」等を記載するとともに、状況変化があった場合やその他特筆すべき事情が

あればそれを記載する。

期首に設定した目標以外の取組事項、突発事態への対応等があった場合に、その業務遂行状況

について記載する。その際、レベル・ウェイトを設定し、期首に設定した目標と合わせて 100％

となるよう、期首に設定したウェイトを調整する。

【１次評価者の留意点】 

・ 被評価者が記載した自己申告の内容について、自ら収集した被評価者の評価期間中における

職務の行動等に照らし、適宜被評価者に確認を求める。

・ 評価補助者を置いている場合は、被評価者からの自己申告の内容について意見を求める。

 ４ 評価 

【１次評価者の留意点】 

［能力評価］

① 評価項目の着眼点ごとの評価

評価項目ごとに着眼点として示した事項ごとに、職務行動に基づいて点数を付与する。
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② 合計点数

全ての事項の点数を合計し、合計点を算出する。（50 点が標準）

［業績評価］

① 目標ごとの評価

１次評価者と被評価者との間で設定したそれぞれの目標ごとに、（別紙２）の「達成度基

準表」に従って、職務活動の結果として、期首に設定した目標を達成するためのプロセスや

どの程度達成できたか、貢献できたかを判断して、Ｔ１からＴ５の達成度（未着手の場合は

Ｎ）を記載する。

② 目標以外の業務への取組状況等

目標として掲げた業務以外に、突発的な事案への対応や業務上の研修等の達成状況及び取

組状況等、評価を行うに当たり特記すべき事項などがあった場合には、被評価者の自己申告

の内容も参考にして、レベル・ウェイトを確認し、所見欄に記載するとともに、達成度を記

載する。また、設定し直した各業務のレベル・ウェイトを連絡調整会議に報告する。

③ 合計点数

目標ごとのレベルと達成度から決定する評価点に、ウェイトをかけて点数を付与し、すべ

ての事項の点数を合計して、合計点を算出する。（50 点が標準） 
［所見欄の記入（両評価共通）］

① 評価根拠となる事実等のうち顕著なものや特記すべき事項等については、当該評価に関し

ての所見として人事評価記録書の該当欄に記載する。

特に能力評価で標準以外の点数を付与する場合、及び業績評価でＴ３以外に評価する場合

は、それぞれ評価にあたっての客観的な状況が必要。所見欄には、それらの理由を記載する。

② 両評価部分の合計点数の所見欄には、今後、被評価者が開発すべき能力等や改善を期待す

る事項等についても記載する。標準の点数を上回っている場合であっても、一層の向上を図

るべき点について可能な限り記載するよう努めること。

標準の点数を下回っている場合、期中における指導状況等を記載することにより、職員の

能力・意欲向上のために必要な情報をより充実させるよう努めること。また、改善が期待さ

れる点や評価できる点についても可能な限り情報を充実させることが望ましい。

※ 所見に関しては、２次評価者が調整を行う際や、評価結果の開示に基づく被評価者への指

導・助言の際にも所見欄への記載情報は、必要な事項であると考えられるので、できるだけ

記載するように努めること。

◎ 職員の異動又は併任への対応について

・ 職員が評価期間の途中で異動した場合には、異動までの評価を通常の手続に沿って異動前に

実施し、異動後の職場では、新たに業務目標を設定し、期末に評価を行う。その上で、評価結

果の活用においては、それぞれの合計点数を按分した点数を用いる。

・ 職員が併任の場合には、併任先から本務の所属へ職務遂行状況や業務の達成状況などを伝達

する。

【２次評価者の留意点】 

○調整の実施

① 調整の観点

・ 自己の把握する事実と評価者の評価とが大きく食い違っていないか

・ 特定の部分に重きを置き過ぎたバランスを欠く評価になっていないか
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・ 全体的な水準から見た評価の甘辛などの偏りがないか

② 調整内容

具体的には、能力評価の点数及び業績評価の達成度・点数について、次のいずれかにより

調整を行う。また、調整に当たっては、必要に応じ、調整補助者や１次評価者から情報収集

を行う。

・ 特に不均衡等が見られなければ、１次評価者と同じ達成度・点数を２次評価者欄に記載

するとともに、氏名・２次評価記入の日付を記載する。

・ 不均衡等がある場合には、

 自ら事実等を把握している場合等は、２次評価者欄に自ら達成度・点数を付すとともに、

氏名・２次評価記入の日付を記載する。

１次評価者の評価結果に甘辛などの偏りがある場合等は、１次評価者に再評価を命ずる。 
○１次評価者への説明等

１次評価者の付けた点数を修正する場合及び再評価を命ずる場合については、１次評価者に対

し、十分その理由を説明する。被評価者に対し評価結果の開示に基づく指導・助言を行うのは１

次評価者であり、有効かつ円滑な指導・助言を行うためには、１次評価者がその理由を十分説明

できることが必要。また、所見欄に理由を記載するという方法もあり得る。

【確認者の留意点】 

２次評価者による調整が終了した人事評価記録書を受領した後、評価の公正性の確保の観点を

踏まえつつ、調整結果について

・ ２次評価者が行った調整は、不均衡があるかどうかという観点等から妥当に行われたか

・ １次評価者が行った評価は、定められた手続や基準に則って公正かつ的確に行われたか

といった観点から調整結果を審査し、必要に応じて再調整（又は再評価）を指示する。

確認者の確認の結果、再調整（又は再評価）を行う必要がない場合には、確認者欄に氏名・確

認の日付を記載し、評価が確定。

５ 評価結果の開示・期末面談 

 開示された評価結果を基に、１次評価者と被評価者の面談によるコミュニケーションを通じて、

組織内の意識の共有化や業務改善に結び付け、職員個々の自発的な能力開発を促すなど、人材育成

の観点からきめ細かな指導・助言を行うこと。

【被評価者の留意点】 

・ 期末面談において評価結果の開示が行われる場合には、開示を希望しないかどうかの意思確

認を求められる場合があること。

※ なお、合計点数は、原則開示なので、「開示を希望しない」旨の意思表示をしなければ、

開示されることとなる。

・ １次評価者の指導内容等については、今後の業務遂行等に活用するための材料として、前向

きにとらえるよう心掛けること。

【１次評価者の留意点】 

○期末面談の留意点

（注）本実施要領例では、期末面談において評価結果の開示を行う場合を想定しているが、

評価結果を開示した上で、別途期末面談を行うことも考えられる。
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・ 期末面談における留意点は、期首面談と同様。

・ 評価内容についての話し合いは、例えば、評価者と被評価者で認識が一致するものから始

め、次に一致しないものについて話し合うなど、流れにも留意すること。特に一致しないも

のについては、何故一致しないのかについて丁寧に話し合うことも重要。

・ 結果の良し悪しよりも原因に目を向け、プロセスを十分に分析し、話し合うよう心掛ける

こと。

※ 期末面談で初めてすべての業務の結果の総括をするということではなく、日常における業

務上のコミュニケーションを心掛けることによって、期末面談の負担が軽減される。普段か

らそのような業務管理に心配りしておくことも重要。

○期末面談の進め方

① 面談の冒頭で、期末面談の目的について説明する。（面談が定着してくれば、省略も可）

② 開示を希望しないかどうか、被評価者の意思を確認。

③ 評価結果の開示

④ 必要に応じ、被評価者の気付きを促すために、被評価者からの自己申告等の内容について、

被評価者からの説明を求める。

⑤ 被評価者のその期における職務上の成果や行動についての評価者としての意見等を、評価

結果を踏まえ、客観的な事実に即しつつ説明するとともに、今後の業務遂行等に当たっての

指導や助言等を行う。例えば、

ア 発揮された能力等で高かったもの、低かったものは何か

イ 能力向上を図るためにはどうしたらよいか

ウ 個々の業務目標等の達成状況がどうであったか

エ 組織や個人としての業務の進め方に問題がなかったか

オ 次期においてはどのように取り組むか          など

⑥ 業績評価については、業務上の目標等以外の業務の達成状況や突発的事項等への対応状況

等についても話し合い、次期以降の業務遂行、業務改善等に活用する。

⑦ 面談終了。

第２ 評価者訓練 

人事評価制度の公正性、客観性、納得性を確保するためには、各課での運用等が統一的に行われ

るよう制度の周知や評価者訓練を実施することが重要。

 定期的に評価者訓練を実施し、評価者となる管理・監督職の積極的な参加を促すこと。

〈参考：評価者の心構え〉 

① 評価は担当業務の一つであることを認識すること

評価者は、「仕事が忙しくて、人事評価に割く時間がない」、「人事評価は面倒なものだ」とい

う受け止め方をせず、日頃から人事評価は管理者（及び業務管理を補助する者）としての担当業

務の一つであるという認識を持つことが必要。

② 主観的な判断基準で評価しないこと

評価者が評価を行うに当たって、評価基準に対する理解が不十分であったり、認識にバラツキ

があったりすると、自分の価値判断・経験などにより評価要素を自分なりに理解し評価すること

となり、更には、評価者の思惑や個人的な感情が入りやすくなる。

この場合、一般的に、評価そのものは甘くなりがちで、寛大化傾向（評価者が実際よりも寛大
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な甘い評価をする傾向）を示したり、また、評価に自信がない場合には、中心化傾向（優劣の差

がつきにくい状態）を示すこととなり、このことが結果的に、被評価者に評価者の評価能力、評

価態度及び評価結果について、疑問や不満を抱かせることにつながる。

人事評価においては、評価基準等を統一的に理解・運用することが重要であり、各評価者が主

観的な判断基準等で行うものではないということを認識することが必要。

③ 人間性や人格を評価するのではなく、職務における行動や結果を評価するという視点を持つこと

人事評価は、評価者が部下の人間性や人格を評価するものではなく、保有している能力のうち、

職務行動を通じて顕在化した能力及び職務遂行結果を客観的に把握することが重要。

人事評価は、あくまで職務遂行における行動及び結果に基づき、能力や業績を評価するもので

あることを意識して、評価を行うこと。

④ 被評価者の日頃の職務行動を把握すること

評価者は、評価者が日頃行っている業務管理の中で、被評価者の職務行動のうちの顕著な行動

等について評価項目及び行動や着眼点を通して把握し、評価の材料として収集すること。必要に

応じて、記録に留めておくことも有益。

⑤ 人材育成の観点からの適切な指導・助言

人事評価は、能力・実績主義の人事管理の基礎となるツールであるとともに、個々の職員の側

からみれば、自らの強み・弱みを把握して自発的な能力開発等を促すことにもつながるなど人材

育成の意義も有している。

このようなことから、評価結果のみならず、きめ細かな指導・助言は、被評価者の今後の業務

遂行に当たり具体的な改善点等を示すことなどにより、公務能率の向上に大きく寄与するものな

ので、適切な指導・助言を行うことによって、人材育成につなげること。

第３ 苦情への対応 

１ 苦情対応の必要性 

評価制度を円滑に運用するためには、評価者と被評価者（当事者）が制度内容をよく理解し、適

切に評価を行う必要がある。また、日頃から当事者同士がよく話し合い、コミュニケーションを通

じて双方の疑問点や不満等を解消するよう心がけることも大切。 

人事評価の公正性・透明性の確保、制度そのものに対する信頼性の確保の観点から、人事評価の

プロセス、評価結果等に関する内容、その他制度全般において想定される苦情等に対し、適切に対

応し効果的な解決を図ること。 

２ 苦情相談と苦情処理 

《苦情相談》 

（１）相談の対象 

開示された評価結果に関するものを含むほか、人事評価に係る手続その他人事評価に関する

苦情全般について幅広く対象とする。（評価手続に関すること、制度に関すること、評価結果

に関することなど） 

（２）手続 

（注）本実施要領例では、町における体制を想定し、苦情相談窓口を総務課長、苦情処理窓口

を副町長で設定している。

47



① 申出方式

苦情等のある者は、口頭、電話、メール等により、苦情相談窓口（総務課長）に申出・相

談を行う。 

② 対応

総務課長は、口頭等により申出のあった相談内容を聞き、内容に応じ、制度の説明のほか、

相談内容が評価手続に関するもので改善が必要と判断される場合には、申出人の意向を確認

の上、評価者に伝達し、改善を促すなどの対応を行う。 

《苦情処理》 

（１）処理の対象 

開示された評価結果に関する苦情及び苦情相談で解決されなかった苦情のみを受け付ける。  

（２）手続 

① 申出方式

書面により、苦情処理窓口（副町長）に申し出ることにより行う。

なお、申出は、申し出る職員の意思に基づき、必ず職員本人名義で行う必要がある。

また、評価結果の早期確定の観点から、申出期間には制限を設けている（評価結果の開示

を受けた日、苦情相談で苦情処理手続の教示を受けた日から、１週間）。 

さらに、評価結果に関する苦情については、当該評価期間につき、１回受け付けるものと

する。（苦情処理の結果として再評価された評価結果について、再度、苦情処理の申出を行

うことはできない。） 

② 対応

・ 受理の通知 

苦情処理窓口は、申出を受理する場合には申し出た職員及び必要に応じ評価者に通知し、

却下する場合には申し出た職員にのみ通知する。 

・ 事実関係の確認 

苦情処理窓口は、申出の事実確認のため、苦情を申し出た職員のほか、その申し出た職

員の評価者その他必要があると認める者（職場関係者など）からの聴き取り、必要な証拠

書類収集等により事実調査を行う。 

・ 調書の作成 

苦情処理窓口は、聴き取りの結果のほか、必要な書類等の収集・取りまとめを行い、事

実調査に係る調書（書面）を作成して町長に提出する。 

・ 審理 

町長は、評価結果の当・不当等を調書に基づき、審理を行う。 

  ・ 決定 

町長の審理結果を踏まえ、確認者は、苦情を申し出た職員及び必要に応じ関係者に通知

する等、必要な措置をとる。 

※ 評価手続等に疑問、苦情等がある場合には、まずは評価者とよく話し合うこと。

なお、苦情相談、苦情処理以外に、人事委員会（公平委員会）の苦情相談窓口に対しても申し

出ることができること。
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（別紙１）　目標レベル設定基準表

○困難度

○貢献度

○優先度

●目標レベルの設定

行政課題

○総合計画、施政方針
等に関連し、行政課題と
して重要度が極めて高い
目標

○着実な市（町村）民サー
ビスを提供する目標

業務量

○大きな経費節減･事務
改善が見込まれる目標
○収入確保に大きく貢
献することが見込まれる
目標

○ある程度の経費節減･事
務改善が見込まれる目標
貢献度
○着実な収入の確保が
見込まれる目標

Ｃ

目標レベル設定基準表との関係

「困難度」が「ｓ」であり、かつ「貢献度」「優先度」のいずれも「ａ」以上

視点のいずれにも該当しない

○通常の範囲の業務量が
見込まれる目標

時間的制約
○組織目標の達成に対す
る時間的制約が極めて強く
緊急性を要する目標

○組織目標の達成に対する
時間的制約が強い目標

○市（町村）民サービスの改
善が見込まれる目標

○多大な業務量が見込
まれる目標

○極めて多大な業務量
が見込まれる目標

Ａ

Ｓ

市（町村）民
サービス

○大きな市（町村）民サー
ビスの改善が見込まれる目
標

ａ ｂ

・「困難度」「貢献度」「優先度」のいずれかの視点が「ｓ」で、レベル「Ｓ」以外
・すべての視点が「ａ」
・その他、上記にあてはまらないが、総合的に勘案してレベル「Ａ」とすることが相当であ
る場合

分類 ｓ ｂ

○困難な課題や大幅な
制度の見直しに関する
目標
○長年の懸案事項を解
決する目標

課題（懸案事
項） の解決等

ａ

○制度の見直しに関する目
標
○懸案事項を解決する
目標

分類 ｓ ａ ｂ

○組織目標に貢献する
目標

Ｂ 視点のいずれかが「ｂ」以上で、レベル「Ｓ」「Ａ」以外

○調整が必要な庁内外
の関係機関があり、調整の
時間や労力がある程度必
要な目標

○目標達成に向けて創
意工夫や努力がある程
度必要とされる目標

調整

○目標達成に向けて新
たな創意工夫や多くの
努力が必要とされる目標

○調整が必要な庁内外
の関係機関が比較的多
く、調整に多くの時間や
知識労力が必要な目標

○目標達成に向けて高
度の創意工夫や極めて
多くの努力が必要とされ
る目標

○調整が必要な庁外の
関係機関が多く、調整に極
めて多くの時間や知識労
力が必要な目標

財政効果

○極めて大きな経費節
減･事務改善が見込まれる
目標
○収入確保に極めて大
きく貢献することが見込ま
れる目標

創意工夫

○行政課題として重要度が
高い目標

レベル

分類 ｓ
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（別紙２）　達成度基準表

区分

Ｔ１

Ｔ２

Ｔ３

Ｔ４

Ｔ５

Ｎ

●業績評価の点数化

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ３ Ｔ４ Ｔ５ Ｎ

100 90 80 50 20 0

90 80 65 40 15 0

80 65 50 30 10 0

70 55 40 20 5 0

　⇒　この評価にウェイトをかけて評価点を算出。

Ｂ

Ｃ

程度

目標を大きく上回って達成

目標を上回って達成

目標をほぼ達成

目標を下回った

目標を大きく下回った

　　　　　　　達成度
レベル

Ｓ

Ａ

・目標に明記した期日よりも遅れ、明記した内容に満たな
い水準であった
・目標に明記した数値を大きく下回った

未着手

内容例

・目標に明記した期日より相当早く達成し、そのことによりコ
スト面や町民サービスに大きく貢献した
・目標に明記した内容より相当高い水準であった
・目標に明記した数値を大きく上回った

・目標に明記した期日より早めに達成し、そのことによりコス
ト面や町民サービスに貢献した
・目標に明記した期日どおりに達成し、明記した内容より高
い水準であった
・目標に明記した数値を上回った

・目標に明記した期日、内容どおりに達成した
・途中多少の遅れはあったものの、最終期限には間に合う
形で、目標に明記した内容どおりに達成した
・目標に明記した数値とほぼ同じであった
・おおむね適正に処理し、業務遂行に支障がなかった

・目標に明記した内容は達成したが期日が遅れた
・目標に明記した期日どおりであったが、明記した内容に
満たない水準であった
・目標に明記した数値を下回った
・所定の期日に間に合わないなど、業務を適正に処理でき
なかった
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平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日

（
Ⅰ
　
能
力
評
価
）

※
部
分
が
標
準
配
点
の
行
動
。

5 2 0 8 6 3 2 0 8 7 5 3

ロ
）
　
業
務
知
識
の
不
足
に
よ
り
、
他
か
ら
の
サ
ポ
ー
ト
が
な
い
と
軽
微
な
ミ
ス
を
し
た
り
、
職
務
遂
行
に
軽
度
の
支
障
を
き
た
し
て
い
る

事
実
が
あ
る
。

ハ
）
　
ロ
の
事
項

に
つ
い
て
、
改
善
さ
れ
な
い
。

イ
）
　
ＩＴ

の
利
用

に
あ
た
っ
て
、
他
の
職
員
に
依
存
し
な
く
て
も
業
務
を
正
確
、
円
滑
に
処
理
し
、
業
務
遂
行
及
び
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保

に
支
障
を
き
た
す
こ
と
が
な
い
。

ロ
）
　
ＩＴ

の
利
用

に
あ
た
っ
て
、
業
務
遂
行
及
び
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保
に
支
障
を
き
た
し
て
い
る
事
実
が
あ
る
。

２
次

評
価

者

ハ
）
　
業
務
遂
行

の
過
程
で
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
支
障
を
き
た
す
非
協
力
的
な
行
為
が
複
数

回
あ
る
。

所
属

･職
名

：
氏

名
：

＜
課
題
対
応
＞
　
担
当
業
務
に
必
要
な
専
門
的
知
識
・
技
術
を
習
得
し
、
ＩＴ
等
を
活
用
し
て
効
率
的
に
課
題
に
対
応
す
る
。

２
次
評
価
記
入
日
：

ハ
）
　
職
場
の
士
気
を
低
下
さ
せ
る
よ
う
な
服
務
規
律
に
反
す
る
行
為
が
度
々
あ
る
。

（
所
見
）

服
務
規
律

業
務
知
識

ＩＴ
技
能

＜
協
調
性
＞
　
上
司
・
部
下
等
と
協
力
的
な
関
係
を
構
築
す
る
。

期
末

面
談

１
次

評
価

者
所

属
･職

名
：

所
属
：

職
名

：
氏

名
：

人
事

評
価

記
録
書

（
一

般
行

政
職

・
係

長
）
例

評
価

期
間

被
評

価
者

氏
名

：
　

１
次
評
価
記
入
日
：

＜
倫
理
＞
　
全
体
の
奉
仕
者
と
し
て
、
服
務
規
律
を
遵
守
し
、
公
正
に
職
務
を
遂
行
す
る
。

確
認

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：
確

　
認

　
日

　
：

評
価
項
目
及
び
行
動
／
着
眼
点

自
己
申
告

１
次
評
価
者

２
次

評
価

者
点

数
（
コ
メ
ン
ト
：
必

要
に
応

じ
）

配
点

点
数

点
数 5

5

イ
）
　
下
記
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
場
合
。

ロ
）
　
職
場
の
士
気
を
低
下
さ
せ
る
よ
う
な
服
務
規
律
に
反
す
る
行
為
が
複
数
回
あ
る
。

5 2

ニ
）
　
ハ
の
事
項

に
つ
い
て
、
改
善
さ
れ
な
い
。

チ
ー
ム
ワ
ー
ク

5

配
属

年
数

が
長

い
た

め
、
他

の
職

員
か
ら
業

務
の
進

め
方

に
つ

い
て

相
談

を
受

け
た
り
す

る
こ

と
が
多

か
っ
た
が
、
本

年
度

は
業

務
に
追

わ
れ
あ

ま
り
対

応
す

る
こ
と
が
で

き
な
か
っ
た
。

当
課

で
も
っ
と
も
勤

続
年

数
が
長

く
、
皆

に
頼

り
に

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
若

手
職

員
へ

の
O
JT

や
業

務
の
補

助
な
ど
も
率

先
し

て
行

っ
て
い
た
。

72
28

イ
）
　
自
ら
の
担
当
業
務
を
超
え
て
、
他
部
署
や
他
職
員
の
業
務
に
対
し
、
自
ら
進
ん
で
支

援
し
、
組
織
全
体
の
業
務
遂
行
に
取
り

組
ん
で
い
る
。

ロ
）
　
自
ら
進
ん
で
又
は
要
請
や
依
頼
が
あ
れ
ば
協
力
し
、
全
体
の
業
務
遂
行
や
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
支
障
を
来
す
こ
と
が
な
い
。

7

イ
）
　
業
務
の
遂
行
に
必
要
と
な
る
知
識
を
有
し
て
お
り
、
そ
れ
を
活
用
し
て
業
務
を
正
確
か
つ
円
滑
に
処
理
し
て
い
る
。

8

事
業

全
般

に
必

要
な
資

料
に
つ

い
て
は
日

頃
か

ら
専

門
誌

等
チ
ェ
ッ
ク
し

て
い
る
。
ま
た
、
本

年
度

は
○

○
研

修
会

へ
参

加
し
業

務
知

識
の
向

上
に

努
め
た
。

常
に
書

籍
等

に
目

を
通

し
他

の
自

治
体

等
の
情

報
を
収

集
し
て
い
る
。
ま

た
、
業

務
を
調

整
し
積

極
的

に
研

修
等

へ
参

加
し

知
識

の
習

得
に
努

力
し

て
い
る
。

8

数
値

化
方

式
 

人事評価記録書記入要領（参考例）

期
末
：
被
評
価
者

・
評
価
項
目
及
び
行
動
に
示
さ
れ
た
職
務
行
動
を
と

る
こ
と
が
で
き
て
い
た
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
点
数
の

付
与
、
必
要
に
応
じ
て
文
章
に
よ
る
自
由
記
述
（評

価
の
根
拠
と
な
る
行
動
事
実
等
）

期
末
：
１
次
評
価
者

・
評
価
項
目
及
び
行
動
に
示
さ

れ
た
職
務
行
動
を
被
評
価
者

が
と
る
こ
と
が
で
き
て
い
た
か

ど
う
か
に
つ
い
て
点
数
を
付
与

・
所
見
欄
に
は
評
価
根
拠
と
な

る
事
実
等
の
う
ち
顕
著
な
も
の

や
特
記
す
べ
き
事
項
な
ど
行

動
事
実
等
を
記
載
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6 4 2 6 4 2 7 5 3 4 2 8 7 5 3

【
合
計
点
数
等
】

（
所

見
）

7

１
次
評
価
者
　

２
次
評
価
者

（
所

見
）

（
合

計
点

数
）

指
導
・
監
督

ニ
）
　
ハ
の
事
項
に
つ
い
て
、
改
善
を
行
わ
な
い
。

7 5
0

イ
）
　
面
倒
な
仕
事
を
他
人
に
押
し
付
け
た
り
責
任
を
回
避
し
た
り
せ
ず
、
自
己
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

ロ
）
　
面
倒
な
仕
事
を
他
人
に
押
し
付
け
た
り
責
任
を
回
避
し
た
り
し
て
、
自
己
の
役
割
を
果
た
し
て
い
な
い
事
実
が
あ
る
。

ロ
）
　
イ
、
ハ
に
該
当
し
な
い
場
合
。

イ
）
　
通
常
の
範
囲
を
大
き
く
超
え
、
部
下
の
指
導
監
督
を
行
っ
て
い
る
。

ロ
）
　
部
下
の
業
務
内
容
等
を
十
分
把
握
し
、
職
位
に
応
じ
た
業
務
分
担
や
能
力
適
正
に
応
じ
た
指
導
監
督
を
適
正
に
行
っ
て
い

る
。

4

説
明
応
対

折
衝

企
画
実
行
力

役
割
意
識

（
合

計
点

数
）7

＜
業
務
遂
行
＞
　
主
体
的
に
課
題
を
見
出
し
、
自
己
の
役
割
を
果
た
す
と
と
も
に
、
部
下
の
指
導
を
行
う
。

ハ
）
　
組
織
目
標

や
上
司
の
指
示
に
対
し
て
、
適
合
す
る
方
法
に
よ
り
円
滑
な
事
務
の
執
行
を
図
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が
複
数
回

あ
る
。

ハ
）
　
部
下
の
活
用
・
育
成
が
十
分
で
な
く
、
組
織
と
し
て
の
成
果
を
上
げ
て
い
な
い
事
実
が
複
数
回
あ
る
。

＜
説
明
＞
　
担
当
す
る
事
案
に
つ
い
て
分
か
り
や
す
く
説
明
を
行
う
と
と
も
に
、
調
整
を
行
う
。

イ
）
　
通
常
の
範
囲
を
大
き
く
超
え
、
主
体
的
に
課
題
を
見
出
し
、
調
査
分
析
等
に
よ
り
解

決
策
を
考
え
、
適
合
す
る
方
法
に
よ
り
実

施
し
て
い
る
。

事
業

の
調

整
に
お

い
て

相
手

方
の
主

張
に
対

し
当

方
の
主

張
を
行

わ
な

か
っ
た
た
め
、
そ
の
後

の
交

渉
に
齟

齬
を
き
た
し

時
間

を
要

し
た
。

4
4

5

6
6

課
題

抽
出

と
新

し
い
事

案
の
提

案
が
常

に
行

わ
れ
て
お

り
、
複

数
の
課

題
に
対

す
る
提

案
実

施
項

目
が
あ
っ
た
。
特

に
、
○

○
制

度
は
他

自
治

体
に

先
駆

け
た
対

応
で
あ
り
そ

の
精

度
も
高

い
も
の
で

あ
っ
た
。

7

ロ
）
　
不
適
切
な
応
対
又
は
説
明
不
足
に
よ
り
、
苦
情
や
ト
ラ
ブ
ル
を
招
い
て
い
る
事
実
が
複
数
回
あ
る
。

ハ
）
　
ロ
の
事
項
に
つ
い
て
、
改
善
さ
れ
な
い
。

イ
）
　
説
明
や
調

整
を
十
分
行
い
、
事
業
や
施
策
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
遅
れ
又
は
苦
情
ト
ラ
ブ
ル
を
招
く
こ
と
が
な
い
。

ロ
）
　
説
明
不
足

や
調
整
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
に
よ
り
、
事
業
や
施
策
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
遅
れ
又
は
苦
情
ト
ラ
ブ
ル
を
招
い
て
い

る
事
実
が
複
数

回
あ
る
。

6 6

イ
）
　
親
切
、
適

切
な
応
対
や
十
分
な
説
明
に
よ
り
、
苦
情
、
ト
ラ
ブ
ル
を
招
く
こ
と
が
な
い
。

ハ
）
　
ロ
の
事
項
に
つ
い
て
、
改
善
さ
れ
な
い
。

7 4
4

係
長

1
年

目
で
あ
っ
た
が
、
通

年
多

い
業

務
量
を
的

確
に
こ
な
し
、
誠

実
に
能

力
が
発

揮
さ
れ
て
い
る
。
特

に
○

○
事

業
に
つ

い
て
は
、
他

自
治

体
に
先

駆
け
た
取

り
組

み
で

あ
り
、
全

庁
的

な
業

務
の
効

率
化

に
結

び
つ

い
た
の
は
高

く
評

価
で
き
る
。
積

極
的

に
課

題
に
取

り
組

み
同

僚
か
ら
の
信

望
も
厚
い
。
今

後
も
引

き
続

き
現

在
の
ス
タ
ン
ス
で

業
務

に
取

り
組

ま
れ
る
こ
と
を
期

待
す

る
。

5
0

期
末
：
１
次
評
価
者

・
今
後
改
善
を
期
待
す
る
事
項
等
も
記
載

期
末
：
２
次
評
価
者

・
点
数
を
変
更
し
た
場
合
は
、

評
価
者
が
被
評
価
者
に
説
明

を
行
う
た
め
、
変
更
し
た
理
由

を
必
ず
記
載
（
点
数
を
変
更
し

な
い
場
合
は
任
意
）

期
末
：
２
次
評
価
者

・
１
次
評
価
者
の
評
価
に
特

に
不
均
衡
が
な
け
れ
ば
同
じ

点
数
を
記
載

・
不
均
衡
が
あ
れ
ば
、
点
数

を
変
更
し
て
記
載
又
は
再
評

価
を
指
示

期
末
：
２
次
評
価
者

・
１
次
評
価
者
の
評
価
に
特
に
不
均

衡
が
な
け
れ
ば
同
じ
点
数
を
記
載

・
不
均
衡
が
あ
れ
ば
、
点
数
を
変
更

し
て
記
載
又
は
再
評
価
を
指
示
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評
価

期
間

平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日

期
首

面
談

平
成

年
月

日
　

平
成

年
月

日

期
末

面
談

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

（
Ⅱ
　
業
績
評
価
）

【
１
　
目
標
】

点 数 1
9
.5

2
0
.0

1
5
.0

0
.0

2

窓
口

で
の
適

切
な
住

民
対

応

・
○

○
事

務
窓

口
に
つ

い
て
住

民
を
長

時
間

待
た
せ

な
い
よ

う
問

い
合

わ
せ

や
提

出
書

類
の
対

応
を
行

う
。

・
○

○
税

の
免

除
の
処

理
は
、
概

ね
1
0
日

を
目

途
に
行

う
。

・
○

○
事

務
の
窓

口
と
し
て
的

確
な
説

明
応

対
を
行

う
。

・
窓

口
担

当
と
し
て
対

応
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作

成
し
、
課

内
職

員
研

修
を
実

施
す

る
。

・
課

税
免

除
の
相

談
に
対

し
制

度
に
つ

い
て
簡

潔
に
説

明
を

行
い
、
必

要
書

類
を
的

確
に
指

示
す

る
。

Ｂ
3
0
%

・
窓

口
主

担
当

と
し
て
正

確
な
対

応
を
実

施
す

る
こ
と
が
で
き
た
。

・
対

応
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
○

月
ま
で
に
作

成
し
た
が
、
課

内
職

員
研

修
は
○

業
務

を
優

先
さ
せ

た
た
め
未

実
施

と
な
っ
た
。

・
課

税
免

除
の
相

談
に
つ

い
て
は
ト
ラ
ブ
ル
と
な
る
こ
と
も
あ
っ
た

が
、
説

明
は
適

切
に
行

っ
た
。

43
・
相

談
対

応
で
は
知

識
不

足
等

か
ら
必

要
以

上
に
時

間
を
か
け
て
お

り
住

民
を
長

時
間

待
た
せ

る
こ
と
が
多

く
、
ト
ラ
ブ
ル
を
誘

発
し
た
。

1

番
号

氏
名

：
２
次
評
価
記
入
日
：

業
務
内
容

○
○

事
業

の
実

施
と
○

○
検

討
審

議
会

の
運

営

〇
〇

税
課

税
事

務
の
適

正
処

理

・
年

間
平

均
7
0
0
件

ほ
ど
あ
る
課

税
基

礎
デ

ー
タ
を
適

正
か

つ
迅

速
に
処

理
し
、
課

税
す

べ
き
案

件
に
つ

い
て
は
○

月
ま

で
電

算
入
力

を
行

う
。

・
年

度
中

途
で
判

明
し
た
課

税
案

件
に
つ

い
て
も
、
把

握
の

翌
月

に
は
課

税
で
き
る
よ
う
に
す

る
。

・
担

当
す

る
○

○
地

区
の
○

○
件

分
に
つ

い
て
毎

月
の

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
照

合
や

入
力

後
の
チ
ェ
ッ
ク
を
確

実
に
行

う
。

・
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
新

た
に
デ

ー
タ
化

す
る
。

・
課

税
案

件
の
点

検
を
○

月
と
○

月
に
実

施
し
、
翌

月
ま
で

に
課

税
処
理

を
行

う
。

レ ベ ル

ウ ェ イ ト

自
己
申
告

１
次
評
価
者

確
認

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：

Ｂ
4
0
%

5
0

・
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
照

合
や

入
力

後
の
チ
ェ
ッ
ク
を
確

実
に
実

施
し
、
○

○
月

ま
で
に
全

て
処

理
で
き
た
。

・
過

年
度

分
デ

ー
タ
も
含

め
て
デ

ー
タ
化

を
図

る
こ
と
が
で
き
た
。

・
随

時
課

税
分

に
つ

い
て
も
、
ご
く
一

部
の
課

税
調

査
を
要

す
る

特
殊

案
件

を
除

き
、
翌

月
に
課

税
し
た
。

確
　
認

　
日

　
：

目
標

達 成 度

評 価
点 数

・
結

果
的

に
課

税
基

礎
デ

ー
タ
が
6
0
0
件

弱
で
あ
っ

た
。

・
概

ね
課

税
処

理
は
適

正
に
処

理
さ
れ
た
。

・
課

題
で
あ
っ
た
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
デ

ー
タ
化

が
図

ら
れ
た
。

・
○

○
事

業
に
つ

い
て
、
課

題
と
さ
れ
て
い
る
利

用
率

向
上

を
図

る
。
（
○
○

％
）

・
効

果
的

な
事

業
方

法
を
検

討
し
経

費
の
節

減
を
図

る
。

・
利

用
地

域
別

懇
談

会
を
開

催
す

る
。
（
○

○
箇

所
）

・
利

用
者

ア
ン
ケ
ー

ト
調

査
を
実

施
し
分

析
を
行

い
、
○

○
検

討
審

議
会

に
お

い
て
改

善
策

を
決

定
し
、
○

月
ま
で
に
見

直
し
を
行
う
。

・
利

用
率

向
上

に
向

け
た
H
P
サ
イ
ト
を
構

築
運

営
す

る
。

（
レ
ベ

ル
Ａ
以

上
の
理

由
）

・
○

○
事

業
は
1
0
年

を
経

過
し
、
利

用
者

の
減

少
と
経

費
増

大
が
課

題
と
さ
れ
て
お

り
、
内

容
を
早

急
に
精

査
す

る
必

要
が
あ
る
た
め
。

Ａ
3
0
%

・
調

査
が
2
か
月

遅
れ
た
が
、
審

議
会

に
お

け
る
今

後
の
方

針
は

×
月

ま
で
に
ま
と
め
た
。

・
調

査
結

果
を
分

析
し
利

用
率

が
低

い
△

に
つ

い
て
改

善
方

法
を
立

案
、
経
費

を
○

円
削

減
し
た
。

・
利

用
率

は
現

状
維

持
に
止

ま
る
が
、
H
P
の
P
R
に
よ
り
利

用
率

向
上

に
つ

な
げ
た
い
。

・
調

査
、
審

議
会

の
運

営
も
概

ね
予

定
ど
お

り
進

め
コ

ス
ト
削

減
に
つ

な
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。

達 成 度

評 価
（
い
つ
ま
で
に
、
何
を
、
ど
の
水
準
ま
で
）

（
達
成
状
況
、
状
況
変
化
そ
の
他
の
特
筆
す
べ
き
事
情
）

（
所
見
）

２
次
評
価
者

１
次

評
価

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：
１
次
評
価
記
入
日
：

２
次

評
価

者
所

属
･職

名
：

氏
名

：
被

評
価

者
所

属
：

職
名

：

2
4
.0

2
0
.0

Ｔ
４

3
0 0

0
.0

9
.0

Ｔ
３

Ｔ
３

5
0

Ｔ
３

5
0 0

Ｔ
２

8
0

Ｔ
３

6
5

期
首
：
被
評
価
者

・
業
務
内
容
を
端

的
に
表
す
見
出
し

的
な
も
の
を
記
載

期
首
：
被
評
価
者
※

・
「
何
を
」
「
い
つ
ま
で
に
」
「
ど
の
水
準
ま
で
」
「
ど
の
よ
う
に
」
を
で
き
る
だ
け
具
体
的
に
、
事
後
に
そ
の
成

否
を
判
断
し
や
す
い
形
で
記
載

・
抽
象
的
な
記
載
と
せ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
、
当
該
期
に
お
け
る
重
要
事
項
や
留
意
事
項
な
ど
評
価
さ
せ

る
ポ
イ
ン
ト
を
明
確
に

・
チ
ー
ム
の
共
通
目
標
に
対
す
る
自
分

の
果
た
す
役
割
を
記
載
す
る
方
法
も

・
職
位
に
ふ
さ
わ
し
い
目
標
で
あ
る
か

ど
う
か

 
※
期
首
に
被
評
価
者
が
記
載
し
、
面
談
等
を
経
て
確
定
。
期
間
中
に
評
価
者
と
面
談
等
の
上
、
追
加
・

変
更
す
る
こ
と
も
可
能

期
首
：
被
評
価
者

・
設
定
し
た
業
務
目
標
を
（
別
紙
１
）
の
「
目
標
レ
ベ
ル
設
定

基
準

表
」
に
照
ら
し
合

わ
せ

、
「
Ｓ
」
「
Ａ
」
「
Ｂ
」
「
Ｃ
」
に
分
類
す

る
。
そ
の
際
、
レ
ベ
ル
Ａ
以
上
と
し
た
目
標
に
つ
い
て
、
被

評
価
者

は
そ
の

理
由

を
目
標

欄
に
付

記
す
る
。

・
業
務
目
標
ご
と
の
ウ
ェ
イ
ト
を
設
定

す
る
。
そ
の
際

、
業

務
の
重

要
性
に
関
係

な
く
、
業
務

時
間
に
応
じ
た
ウ
ェ
イ
ト
と

す
る
。
一
つ
の
目
標
の
ウ
ェ
イ
ト
は

40
％

を
上

限
と
し
、
レ
ベ
ル
Ａ
以
上
の

ウ
ェ
イ
ト
が

20
％

以
上

30
％
以
下

と
な
る
こ
と

を
基
本
に
、
５
％
刻
み
で
設
定

し
、
合
計

が
10

0％
と
な
る
よ
う
に
す
る
。

 

期
末
：
被
評
価
者

・
当
期
の
業
務
遂
行
を
振
り
返
り
、

達
成
状
況
、
目
標
設
定
時
か
ら
の

状
況
変
化
そ
の
他
特
筆
す
べ
き
事

情
、
共
通
目
標
に
対
す
る
自
ら
の

取
り
組
み
内
容
等
を
記
載

期
末
：
１
次
評
価
者

・
自
ら
が
把
握
し
た
具
体
的
事
実

等
に
基
づ
き
、
評
価
の
根
拠
や

特
記
す
べ
き
事
項
等
を
記
載

期
末
：
１
次
評
価
者

・
目
標
ご
と
に
、
職
務
活
動
の
結

果
と
し
て
、
期
首
に
設
定
し
た
目

標
を
達
成
す
る
た
め
の
プ
ロ
セ
ス

や
ど
の
程
度
達
成
で
き
た
か
、
貢

献
で
き
た
か
を
判
断
し
て
、
Ｔ
１
か

ら
Ｔ
５
の
達
成
度
（未

着
手
の
場

合
は
Ｎ
）
を
記
載

期
末
：
１
次
評
価
者

・
目
標
ご
と
の
レ
ベ
ル
と
達
成
度
か
ら
決
定
す
る

評
価
点
に
、
ウ
ェ
イ
ト
を
か
け
て
点
数
を
付
与

期
末
：
２
次
評
価
者

・
１
次
評
価
者
の
評
価
に
特
に
不
均
衡
が
な

け
れ
ば
同
じ
達
成
度
・
点
数
を
記
載

・
不
均
衡
が
あ
れ
ば
、
達
成
度
・点

数
を
変
更

し
て
記
載
又
は
再
評
価
を
指
示

53



【
２
　
目
標
以
外
の
業
務
へ
の
取
組
状
況
等
】

【
３
　
合
計
点
数
等
】

（
所

見
）

（
所

見
）

被
評

価
者

所
属

：

ウ ェ イ ト
（
目
標
以
外
の
取
組
事
項
、
突
発
事
態
へ
の
対
応
等
）

番
号

業
務
内
容

自
己
申
告

レ ベ ル

１
次
評
価
者

氏
名

：
職

名
：

達 成 度

評 価
点 数

２
次
評
価
者

達 成 度

評 価
点 数

（
所
見
）

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

5
3
.0

・
目

標
1
は
難

易
度

B
設

定
を
概

ね
達

成
し
て
い
る
に
止

ま
る
の
で
T
3
評

価
と

す
る
。

・
窓

口
で
の
課

税
免

除
の
相

談
に
つ

い
て
は
、
特

殊
案

件
が
多

く
、
ベ

テ
ラ

ン
職

員
で
も
困

難
な
ケ
ー

ス
で
あ
り
時

間
が
か
か
る
の
も
や

む
を
得

な
い
も

の
で
あ
る
。

5
4
.5

１
次
評
価
者

２
次
評
価
者

（
合

計
点

数
）

（
合

計
点

数
）0

0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

総
括
表

1
次
評
価

2
次
評
価

合
計

能
力
評
価

5
0

5
0

1
0
4
.5

業
績
評
価

5
3
.0

5
4
.5

期
末
：
被
評
価
者

・
レ
ベ
ル
・
ウ
ェ
イ
ト
を
設
定
し
、
期
首
に
設
定
し
た
目
標
と
合
わ
せ

て
10

0%
と
な
る
よ
う
、
期
首
に
設
定
し
た
ウ
ェ
イ
ト
を
調
整

 

期
末
（
期
首
）
：被

評
価
者

・
期
首
に
予
想
し
て
い
な
か
っ
た
突
発
的
な
課
題
へ
の
対
応

・
目
標
と
し
て
掲
げ
た
主
要
な
業
務
で
は
な
い
業
務
が
あ
っ
た
場

合
に
、
日
常
業
務
の
遂
行
状
況
、
周
囲
へ
の
協
力
な
ど
、
当
該

業
務
の
達
成
状
況
等
を
記
載

・
な
お
、
期
首
に
お
い
て
課
題
の
認
識
は
あ
る
も
の
の
具
体
的
な

対
応
が
定
ま
っ
て
い
な
い
事
項
な
ど
に
つ
い
て
も
あ
ら
か
じ
め
期

首
に
記
載
す
る
こ
と
も
可

期
末
：
１
次
評
価
者

業
務
目
標
ご
と
の
評
価
及
び
目
標
以
外
の
業
務
の
達
成
状
況
を
総
合
的
に

勘
案
し
、
合
計
点
数
を
付
す
に
当
た
っ
て
の
補
足
説
明
を
記
載

期
末
：
１
次
評
価
者

・
自
己
申
告
欄
に
記
載
の
あ
っ
た
業
務
に
つ
い
て
、
評
価
者
所
見
を
記
載

・
自
己
申
告
欄
に
記
載
が
な
く
て
も
、
評
価
者
に
お
い
て
、
評
価
に
当
た
り
考
慮
す
る

こ
と
が
適
当
と
認
め
ら
れ
る
も
の
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
業
務
の
業
務
内
容
及
び

所
見
を
追
加
記
載

期
末
：
２
次
評
価
者

・
点
数
を
変
更
し
た
場
合
は
、
１
次
評

価
者
が
被
評
価
者
に
説
明
を
行
う
た

め
、
変
更
し
た
理
由
を
必
ず
記
載
（点

数
を
変
更
し
な
い
場
合
は
任
意
）

期
末
：
２
次
評
価
者

・
１
次
評
価
者
の
評
価
に
特
に
不
均

衡
が
な
け
れ
ば
同
じ
点
数
を
記
載

・
不
均
衡
が
あ
れ
ば
、
点
数
を
変
更

し
て
記
載
又
は
再
評
価
を
指
示
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Ⅲ．地方公共団体の職場における 

能率向上に関する研究会 

（平成 22 年度） 
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